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令和元年９月 

大竹市議会定例会（第３回）議事日程 

                            令和元年９月17日10時開会 

日 程  議案番号        件        名         付  記  

第 １        会議録署名議員の指名 

第 ２        一般質問 

第 ３ 議案第５４号 監査委員の選任の同意について          即    決 

第 ４ 認 第 ４号 平成３０年度大竹市工業用水道事業会計決算の   生活環境付託 

           認定について 

第 ５ 議案第４９号 大竹市水道条例の一部改正について        生活環境付託 

第 ６ 議案第５０号 平成３０年度大竹市水道事業会計剰余金の処分   生活環境付託 

           及び決算の認定について             （一  括） 

第 ７ 議案第５１号 平成３０年度大竹市公共下水道事業会計剰余金   生活環境付託 

           の処分及び決算の認定について 

第 ８ 議案第４１号 大竹市離島振興対策実施地域における固定資産   生活環境付託 

           税の課税免除に関する条例の制定について     （一  括） 

第 ９ 議案第４２号 大竹市印鑑条例の一部改正について       生活環境付託 

第１０ 議案第４５号 大竹市税条例等の一部改正について        生活環境付託 

第１１ 議案第４３号 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正   総務文教付託 

           化等を図るための関係法律の整備に関する法律 

           の一部の施行に伴う関係条例の一部改正につい   （一  括） 

           て 

第１２ 議案第４４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁   総務文教付託 

           償に関する条例の一部改正について 

第１３ 議案第４６号 大竹市手数料条例の一部改正について       総務文教付託 

第１４ 議案第４７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正に   生活環境付託 

           ついて                     （一  括） 

第１５ 議案第４８号 大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育   生活環境付託 

           事業の運営に関する基準を定める条例及び大竹 

           市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 

           の利用者負担等に関する条例の一部改正につい 

           て 

第１６ 議案第５２号 令和元年度大竹市一般会計補正予算（第２号）   総務文教付託 

                                   （一  括） 

第１７ 議案第５３号 令和元年度大竹市介護保険特別会計補正予算   生活環境付託 

           （第２号） 

第１８ 議案第５５号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等   総務文教付託 

           工事（建築主体工事））             （一  括） 
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第１９ 議案第５６号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等   総務文教付託 

           工事（電気設備工事）） 

第２０ 議案第５７号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等   総務文教付託 

           工事（機械設備工事）） 

第２１ 令和元年決議案第１号 広報広聴特別委員会の設置に関する決議につい   即    決 

           て 

第２２ 令和元年請願第２号 少人数学級の推進などの定数改善、義務教育費   総務文教付託 

           国庫負担制度２分の１復元に係る意見書採択に 

           ついての請願 

○会議に付した事件 

 ○日程第 １ 会議録署名議員の指名 

 ○日程第 ２ 一般質問 

 ○日程第 ３ 議案第５４号（説明・表決） 

 ○日程第 ４ 認定第４号から日程第７ 議案第５１号（説明・付託） 

 ○日程第 ８ 議案第４１号から日程１０ 議案第４５号（説明・付託） 

 ○日程第１１ 議案第４３号から日程１２ 議案第４４号（説明・付託） 

 ○日程第１３ 議案第４６号（説明・付託） 

 ○日程第１４ 議案第４７号から日程１５ 議案第４８号（説明・付託） 

 ○日程第１６ 議案第５２号から日程１７ 議案第５３号（説明・付託） 

 ○日程第１８ 議案第５５号から日程第２０ 議案第５７号（説明・付託） 

 ○日程第２１ 令和元年決議案第１号（説明・表決） 

 ○追加日程第 １ 広報広聴特別委員会委員の選任について 

 ○日程第２２ 令和元年請願第２号（付託） 

○出席議員（１６人） 

    １番  細 川 雅 子         ２番  藤 川 和 弘 

    ３番  原 田 孝 徳         ４番  小 中 真樹雄 

    ５番  中 川 智 之         ６番  小田上 尚 典 

    ７番  賀 屋 幸 治         ８番  北 地 範 久 

    ９番  西 村 一 啓        １０番  和 田 芳 弘 

   １１番  網 谷 芳 孝        １２番  児 玉 朋 也 

   １３番  山 崎 年 一        １４番  日 域   究 

   １５番  寺 岡 公 章        １６番  山 本 孝 三 

○欠席議員（なし） 

○説明のため出席した者 

   市 長        入 山 欣 郎 

   副 市 長        太 田 勲 男 

   教 育 長        小 西 啓 二 

   総 務 部 長        吉 岡 和 範 
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   市 民 生 活 部 長        三 原 尚 美 

   健康福祉部長兼福祉事務所長        豊 原   学 

   建 設 部 長        山 本 茂 広 

   上 下 水 道 局 長        高 津 浩 二 

   消 防 長        橋 村 哲 也 

   総務課長併任選挙管理委員会事務局長        中 村 一 誠 

   総 務 課 危 機 管 理 監        吉 村 隆 宏 

   企 画 財 政 課 長        三 上   建 

   産業振興課長併任農業委員会事務局長        小 田 健 治 

   自 治 振 興 課 長         谷 明 洋 

   市 民 税 務 課 長        池 田 宗 吾 

   環 境 整 備 課 長        西 村 敏 信 

   地 域 介 護 課 長        佐 伯 和 規 

   福 祉 課 長        神 代   亨 

   保 健 医 療 課 長        松 重 幸 恵 

   建 設 管 理 監        西 田 耕一郎 

   監 理 課 長        中 曽 一 夫 

   土 木 課 長        古 賀 正 則 

   都 市 計 画 課 長        山 田 浩 史 

   上 下 水 道 局 業 務 課 長        北 林 繁 喜 

   上 下 水 道 局 工 務 課 長        中 司 和 彦 

   総 務 学 事 課 長        真 鍋 和 聰 

   生 涯 学 習 課 長        柿 本   剛 

   監 査 委 員        藥師寺 基 夫 

   監 査 事 務 局 長        敷 田 博 之 

○出席した事務局職員 

   議 会 事 務 局 長        田 中 宏 幸 

   議 事 係 長        加 藤   豪 
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令和元年９月大竹市議会定例会(第３回) 

一 般 質 問 通 告 表 

 

 １                     １４番 日 域   究 議員 

質問方式：一問一答 

  小学校、中学校の学校選択制の不備の修正を 

   学校選択制とは、教育委員会が新規入学児童生徒を決定する前の一定期間のみ、新規

入学予定の児童生徒の中の希望者について、指定校以外への入学を認めるもののようで

す。 

   したがって、年度途中でのいわゆる転入の児童生徒には適用されません。しかし、一

例を挙げれば、今時期に小学１年生と１歳下の年長児の兄弟が転入したとすれば、兄は

指定校、弟は選択可能ということで別れ別れになってしまいます。立戸一丁目などは一

般的に指定校である小方ではなく大竹を選ぶ傾向が顕著です。このような場合について

はどう考えますか。 

  財政状況が、天国から地獄へ転落した大竹市の平成を振り返って 

   本市は、先人の好リードのおかげで高い財政力を誇るまちです。財政力については、

昭和、平成、そして令和になってもびくともしません。しかし、財政状況は平成の一時

期に、天国から地獄へ一気に転落しました。世界経済変動や国内の政権交替など、いか

んともし難い外部環境の変化が主因ですが、平成12年４月の市議会での記録を見ると、

非常に大切なことが欠落しています。国であれば国難とも言える非常時でありながら、

市長と助役の答弁は、歳入について、とらぬ狸の皮算用とも言える楽観的答弁に終始し

ています。その理由は。 

 ２                      ４番 小 中 真樹雄 議員 

質問方式：一問一答 

  奨学金は貸与型から給付型へ移行を 

   今の子供たちは高度経済成長も知らずバブルも知りません。しかるに失われた30年で

われわれ前世代の作った負債を背負わせ続けるのです。 

   彼らに少しでも明るい未来を切り開く機会を与えるためにも、奨学金は貸与型から給

付型への移行を提案します。具体例として、周防大島町が平成20年度から平成29年度ま

でに行った星野哲郎スカラシップを紹介します。 

  図書購入費の増額を 

   大竹市の図書購入費は大竹市教育委員会に問い合わせたところ、約800万円だそうで

す。廿日市市に問い合わせたところ1,800万円、岩国市は4,718万円です。人気の最新刊

をできるだけ早く読みたいというのが人情です。 

   少なくとも1,000万円ぐらいに増額はできませんか。購入図書がどのように選ばれて

いるかについても説明を。 

  地域おこし協力隊員の配置を 

   近隣市町では、定住促進策や空き家対策のために地域おこし協力隊員制度を採用して
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います。 

   岩国市、柳井市、周防大島町、田布施町などではすでに実施、それなりの成果をあげ

ています。 

   本市でも、栗谷町と阿多田に１名（１世帯）ずつでも配置してはいかがですか。 

 ３                      ３番 原 田 孝 徳 議員 

質問方式：一問一答 

  運転免許証返納問題と公共交通のあり方，それに伴う諸問題 

  ・運転免許証返納問題は単に公共交通を整備するということだけではないが、こいこい

バスの延伸を含めたルートの見直しは当然、必要ではないかと考えているが、どうか。 

  ・返納者だけに限らず、すべての市民に対し、生活の支障となる交通面での物理的な障

害を除去する取り組みは現在もされていると思うが、今後はどうか。 

 ４                     １６番 山 本 孝 三 議員 

質問方式：一括 

  ダム放流による災害の防止について 

   小瀬川水系３ダム１堰通警報関係機関等連絡調整会議において、放流・操作の規程の

見直し等、審議・検討はされているのでしょうか。 

  国保料の減免・軽減について 

   先の市議会定例会の一般質問でも提案・要望させていただきましたが、均等割・平等

割の扱い、所得に応じた高度な累進性の採用などを更に検討をし、軽減措置を要望いた

します。 

 ５                     １３番 山 崎 年 一 議員 

質問方式：一問一答 

  大規模太陽光発電開発の現状と課題を問う 

  ・栗谷町谷和地区の太陽光発電について飯谷自治会からの申し入れにより計画図の見直

しが示されたとのことですが、見直し後の計画図の概要について、地元住民の反対主旨

に十分こたえられると判断されていますか。今後の地元対策、事業計画等について本市

の見解を問います。 

  ・開発による泥水の発生はもとより、発電効率を上げるための除草剤の散布やパネルの

洗浄、老朽化した発電パネルやパワーコンディショナーなど器具の放置、ＦＩＴ（固定

価格買取制度）終了後の施設の廃棄・撤去などが適正に行われなければ、下流に位置す

る弥栄ダム湖の水質が汚染される可能性があります。弥栄ダム湖は、広島県民はもとよ

り山口県東部の住民も飲料水の水源としても利用しています。環境汚染や水質汚染につ

いての見解を問います。 

  ・国が環境評価規制をしようとしている規模は３万キロワット以上で、広島県の規制条

例はありません。３万キロワット以下の事業は野放し状態になります。６月議会の答弁

では県に「働きかける」という事ですが、現在太陽光発電が地元住民とトラブルになり、

建設計画はすすめられています。県に要望をすることは否定しませんが、開発の後追い

となっている現状において、早期に大竹市で環境評価条例を制定し規制をするべきと考
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えますが見解を問います。 

  ・国の法にも規制されない、県の条例にも規定されていない場合、どのように対応する

べきと考えられますか。 
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１０時００分 開議 

○議長（細川雅子） 定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程、一般質問通告表、決議案第１号、請願第２号、宮島ボートレース企業

団議会議員当選決定書、広島県後期高齢者医療広域連合議会議員当選決定書を議席に配付

させておきましたが、配付漏れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 配付漏れなしと認めます。 

  これより、直ちに日程に入ります。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（細川雅子） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において、６番、小田上尚典議

員、７番、賀屋幸治議員を指名いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２ 一般質問 

○議長（細川雅子） 日程第２、一般質問を行います。 

  この際、念のためお願いをしておきます。 

  議会運営委員会の申し合わせにより、今回は代表制をとり、質問時間は答弁を除いて会

派の代表が１時間以内、その他は30分以内とし、質問回数は５回以内ということになって

おります。 

  また、一問一答方式を選択された場合、１回目の質問は一括方式の形で登壇して行い、

執行部からも、登壇して一括で答弁を受けます。２回目の質問以降は、質問席で行います

が、質問席では通告された項目ごとに４回までの発言となります。 

  なお、時間の予告は従来どおり、５分前に１打、１分前に２打、定刻で乱打いたします

ので申し添えておきます。 

  質問の通告を受けておりますので、順次発言を許します。 

  14番、日域究議員。 

〔14番 日域 究議員 登壇〕 

○14番（日域 究） おはようございます。くろがねの日域でございます。会派を代表して

質問させていただきます。 

  最近、千葉県の台風の被害が、停電という形で今も尾を引いています。電力のない生活

というのは、いかに大変かというのをテレビを見ていてすごく感じます。実を言うと、中

国電力が木を切らせてくれと来ることがあるわけです。もちろんこっちがお金を払うわけ

じゃないんですけども、ああやって日ごろメンテナンスを電力会社がしてるんだと思いま

すけども、そう考えたときに、東京電力は、原発事故の関係もあるのかもしれませんが、

ひょっとしたら千葉県というか、あのあたりにおいて、日ごろのメンテナンスが足りなか

ったんじゃないかなという気も勝手にしております。いずれにしても、早く復旧するよう

に願っております。 
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  さて、今回の質問ですが、二つあります。一つ目は、不都合を解消するための提案です。

もう一つは、私が議員になったころから、ずっと聞いてみたかっというか、自分の中で腑

に落ちなかった古い問題の改めての質問でございます。 

  では、最初の問題です。これは、学校選択制の問題ですから、教育委員会へのお尋ねと

なると思います。 

  学校選択制につきましては、制度が導入される前より、ある保護者から相談を受けたこ

とがあります。近所の小規模校に子供を通わせたくない。どうしたらいいかというもので

した。お母さんの考えは、自分が卒業した近所の小学校に我が子を行かせたくないという

ものです。 

○議長（細川雅子） 日域議員、申しわけありません、一般質問の途中ですが、工事の音が

大きくて、皆さんに聞こえてないようなんですよ。暫時休憩します。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１０時０５分 休憩 

１０時１５分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（細川雅子） お待たせいたしました。休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

  多少、音は聞こえると思いますが、大きな声でお願いいたします。 

  それでは、14番、日域究議員の質問からお願いいたします。 

〔14番 日域 究議員 登壇〕 

○14番（日域 究） 小規模校の話をしました。小規模校には、小規模校に限りませんが、

長所もあれば短所もある。短所の一つがクラスがえがないこと。６年間、余り馬の合わな

いクラスメイトと過ごすというのは大変な負担だと思います。そういうことがあったのか

もしれませんけども、とはいえ、何の制度もないわけですから、合法的な手は打てません。 

  それで私が言ったことは、住所をかえなさいと。住所をかえてしまえば、それは自動的

にそうなります。それしかなかったんですけども、それからしばらくして学校選択制とい

うものが導入されました。学校選択制が全て100点ということは、もちろんこれもありま

せん。中には、クラス担任を選択させろという人もいますから、何でもかんでも選択がい

いとは思いませんが、学校選択制ぐらいはあってもいいと私は考えております。 

  問題は、そのことによる二次的な不都合、それは避けなければなりません。今回の問題

は、まさにその部分です。細かな話ですから、何もここで言う必要はないんじゃないかと

いう気もしないでもなかったんですけども、皆さんに聞いてほしいということもありまし

て、この一般質問の場を使ってお尋ねしてみようということにしました。 

  現行の制度は、入学するときにだけ、ただ１回選択することができるというもののよう

です。具体的には、教育委員会が春に入学予定の子供の保護者に対して、入学通知書とい

うものを送ります。その前の一定期間に、その児童生徒の保護者からの要望を受け付けて

対応するというものです。したがって、他の町で既に就学している児童生徒が大竹市に転

居してきた場合には、選択はできないことになります。 

  そんな中で、具体的なお尋ねです。例えば、小学校１年生と幼稚園の年長児の兄弟が他
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市から大竹市に転入してきたとします。１年生の兄は学校の選択はできません。しかし、

年長児は、ちょうど今ごろから選択希望を申し出る期間に入りますから、そのときに申し

入れをすれば学校選択ができることになります。 

  そもそも学校区の真ん中に指定された学区があるとは限りません。現に、大竹市内にお

いても地区によっては大半の子が隣の学校区の学校を選択しているというところもありま

す。そのような地区に引っ越してきた場合、兄はみんなと異なる本来の指定校に行って、

弟は便利な選択校へと別れることになるんでしょうか。それとも、弟も選択せずに兄と一

緒に近所の子供たちと反対方向の指定校に毎日歩いて通うんでしょうか。これはまさに人

生をも左右しかねない問題だと思います。 

  お尋ねしたいのは、転入の児童生徒についても、学校を選択させることはできないかと

いうものです。言い方を変えれば、選択させると、どのような不都合があるのかとも言え

ます。私には思いつく不都合がありません。制度設計上の単なる見落としのようにも感じ

ますが、いかがでしょうか。 

  ちなみに、廿日市市に尋ねたら、学校選択制をあちらでは「学校区の弾力化」と呼んで

いるみたいです。その理由はいろいろあるみたいですけども、転入の場合でも、地理的条

件を理由とするものだけは認めているということでした。 

  兄弟が別々の学校に通うということは、いかなる理由があっても不自然です。改善は簡

単だと思いますが、御答弁のほど、よろしくお願いいたします。 

  ２番目の問題です。 

  大竹市は昭和30年代以降、財政力指数で示される財政力の面では極めて健全な状況を維

持し、この点は揺らぐことなく現在進行形でもあります。しかし、将来負担比率等で示さ

れる財政状況といえば、平成のある時期に状況が一変し、借金の返済に苦慮しているのが

現実です。一体何があったのか。もちろん大願寺山宅地造成事業であり、それに並行する

東栄沖の埋め立てにかかわる話なのですが、地方財政制度から見た、その核心的な部分に

ついて、私が最も知りたかったものの一つをお尋ねしたいと思います。 

  まず、私が持っているもので最も古いものは、平成２年１月に、大竹市と広島県で交わ

された合意文書です。そこには、大竹市が大願寺山から土を出して、広島県が行う埋め立

て事業にそれを提供することが書いてあります。 

  当時は景気が絶好調であり、地価も高く、今から見れば乱暴な契約にも見えますが、当

時の空気を思い出せば理解できないこともありません。残念なことは、その後、施工時期

がどんどんおくれる中で、世界の経済状況が一変したことです。おくれた理由は政権交代

した細川政権による大竹港の位置づけの変更だとされていますが、そのあたりに大竹市が

何かの判断を間違えたというようなものは見当たりません。おくれた理由は全て国と県に

あるとも言えます。大竹市は状況の変化に翻弄されながら、あれこれ必死に対応しただけ

と思われるんです。 

  ただ、当初の合意から10年後の平成12年４月、経済状況が大きくさま変わりした中で、

改めて広島県から当初計画どおりに土の無償提供を求められ、それを受け入れることを実

質的に決めるための議案が、市議会に出されています。何と年度が始まった後の４月６日
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です。しかし、その審議における、本会議と建設水道委員会ですが、その市長答弁には、

違和感を禁じ得ません。 

  当時、既に地価は下落し、大願寺山宅地造成事業の採算性は非常に厳しくなっていまし

た。競艇事業からの配分金も、この10年の間に年間10億円からゼロにまでなっていました。

財政調整基金も大きく減っていました。しかし、東栄の大竹工業団地からの年間７億円程

度の税収で何とかしのげるという答弁を行い、全ての議員がそれを信じていたようなので

す。７億円あるのであれば大願寺山の宅地を値下げしたらいい。そういう提案まで建設水

道委員会で出されています。議員は大きく勘違いをし、しかも執行部はそれを訂正してい

ないのです。 

  ここでのキーワードは、地方財政制度の根幹とも言える地方交付税です。当時の助役の

答弁において、東栄の工業団地から見込まれる固定資産税の税収については、地方交付税

に触れることなく７億円程度の収入と期待を持たせる表現にとどめ、その一方で、県が大

竹港をつくることに関する大竹市の負担金、大竹市が負担するわけですけども、約50億円

である。それを借金で払った場合、その借金返済額の約75％は地方交付税に加算されるか

ら、実質負担は15億円程度であると監理課長は交付税のメリットを詳細に答弁しています。 

  つまり、大竹市が受け取る税収は、その約75％分の交付税が減額されて、実質、歩どま

り約25％であるにもかかわらず、そのことは言わない。その一方で、大竹市が負担するお

金については、交付税があるから少なくて済むんですよと強調しています。それを聞けば、

議員は財政の見通しを大きく誤解してしまいます。 

  そのような間違った答弁で議案を通しながら、入山市長が誕生した後、東栄沖からの税

収を土地造成特別会計に繰り入れるという制度ができました。そのときには、もちろんそ

んな制度を無視できませんから、繰り入れるのは税収額の25％、75％減りますからね。税

収額の25％とされました。 

  そのときに、個人的に先輩議員が私にしゃべったことを今でも覚えています。東栄から

10億円の税収があるとすれば、100億円の借金が残っても10年で返せる。返した後は丸も

うけ。わしらはそう説明を受けた。交付税なんか聞いてない。彼はそう言いました。 

  少なくとも平成12年４月の答弁どおりであれば、大願寺山宅地造成事業終了の平成18年

３月の起債残高127億円を、それから13年間も今、返しているんですけども、まだ77億円

残っています。50億円しか減っていません。あの答弁どおりであれば、とっくに完済でき

ているはずです。 

  もうこれは済んだことですから、もうほとんどある意味では意味のないことですけども、

この事実を知って、今後の教訓として生かすために、あえてお尋ねしているものです。交

付税の問題に気づかなかったのか、それとも議案を通すため、うそを承知で、あえて触れ

なかったのか、入山市長は御存じないかもしれませんが、財政の得意な副市長は多分、御

記憶にあるんじゃないかと思います。御答弁よろしくお願いいたします。 

  済みません、これで壇上での質問を終わります。 

○議長（細川雅子） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 
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○市長（入山欣郎） それでは、日域議員の御質問にお答えをいたします。 

  １点目の小学校・中学校の学校選択制度の不備の修正につきましては、後ほど教育長が

答弁いたします。 

  ２点目の平成を振り返って大竹市の財政状況を問うについてでございます。 

  平成12年４月６日開催の建設水道委員会で、公有水面埋立地の用途の変更について、審

議がされています。当時の議事録によりますと、執行部の答弁では、東栄の大竹工業団地

に年間約５億円から約７億円の税収が創出されること、従業員数の増加等による経済的な

波及効果が期待されることには言及していますが、増加する税収の約75％が普通交付税の

基準財政収入額に算入され、普通交付税の額が減少することには触れていません。 

  その一方で、建設に係る県営事業負担金支出の説明では、発行する起債の償還額が基準

財政需要額に算入され、一般財源の負担額が減少すると説明していることは、議員御指摘

のとおりでございます。 

  それぞれの説明に誤りがあるわけではございませんが、何しろ20年近く前のことであり、

なぜこのような答弁であったかを、今になって推しはかることはできません。 

  私は、以前から職員に、議会にはできるだけ早くに情報を提供し、理解を得られるよう

努めてほしいと伝えており、こうした努力の積み重ねにより、お互いの信頼関係を築いて

まいりたいと考えています。 

  最後に、土地造成特別会計の現況についてでございます。 

  旧小方小・中学校跡地の問題もございますが、平成20年２月に議会でお示ししました償

還スキームを基礎として、土地売払収入、一般会計からの繰入金等により、これまで30億

円以上の起債の償還を行っております。まだ長い時間がかかりますが、この償還スキーム

を基礎として、議員や市民の皆様の御理解を得ながら、これからも解決に向けて取り組ん

でまいります。 

  以上で、日域議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 教育長。 

〔教育長 小西啓二 登壇〕 

○教育長（小西啓二） それでは、日域議員の小学校・中学校の学校選択制度の不備の修正

についての御質問にお答えをいたします。 

  本市の学校選択制度は、児童生徒の就学する小学校、または中学校を保護者及び児童生

徒の希望で選択することを可能とし、学校選択の機会を拡大することにより、通学区域の

弾力的運用を図ることを目的に実施をしております。 

  学校選択制度は、小・中学校の第１学年、入学予定者のみが対象となっており、入学済

みの児童生徒は対象ではありません。入学済みの児童生徒が指定学校以外の学校へ就学す

るには、学校選択制度ではなく、指定学校変更の申立てという別の手続をすることになり

ます。 

   指定学校変更の申立ては、市内で転居をしたが、転居前の住所地の指定学校に通学し

続けることを希望する場合や、指定学校に希望する部活動がないため、その部活動のある

学校への就学を希望する場合などが主な理由となっておりますが、市外から転入した場合
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の指定学校変更については、規定を設けておりませんでした。議員の御意見のとおり、入

学時だけでなく、本市に転入した児童生徒にも学校を選択できる機会を設けるべきである

と考えますので、今後、関係規則及び実施要綱などの見直しを行っていきたいと考えてお

ります。 

  以上で日域議員への答弁を終わります。 

○議長（細川雅子） 副市長。 

〔副市長 太田勲男 登壇〕 

○副市長（太田勲男） お名前が出ましたので、御答弁というかお話をさせていただきます。 

  実際のところ、平成17年のこの委員会、当時、私は財政担当ではございません、人事担

当でございました。平成９年４月から平成18年３月まで人事担当でございます。この委員

会にも多分、出席していないと思います。その後は日域議員御存じのとおり議会事務局で

ございます。その後いろいろ異動して今現在の職にございますが。 

  この委員会記録を改めて今回読ませていただきました。いろいろなことがあったんだと

いうような感想を持っておりますが、実際のところ、財政担当としての答弁であれば、説

明不足の面が多々あったように感じております。 

  以上でございます。 

○議長（細川雅子） 日域議員。 

○14番（日域 究） 学校選択制の話ですけども、ありがとうございます。よく若者、よそ

者が物事を変えていくという言い方をしますね。多分この議場の中にいる人間というのは、

多くは大竹市以外のことを余り知らずに、大竹市の中でずっと人生を送ってきた人の塊み

たいなもの。だから私は大竹市に転入したことがないですから、だから、よそから来た人

の話というのは、意外とこういう内部にいる人間には気がつかないのかなと。 

  たまたま今回、そういう話を聞きましたから、聞いてみただけですけども、ぜひこうい

う立場でないとわからないことが多々あると思いますけども、そういうことは細かく気を

つけておいて、修正すべきところは修正していただきたいと。今回はそういうお答えをい

ただきまして、ありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

  ２番目の問題ですけども、正直言いまして、答弁が悪いというのは、本当は情けない気

はするんです。議会側も、ある程度の準備をしておいて、それで、こうじゃないのと言う

仕事もあるわけですから、その部分では、あの間、どうなっていたんだろうかという気は

します。 

  私は物好きですから、いろんな資料をちびちび集めていました。きょうもこの議会の中

に新しい議員さんがおられますが、４名かな。私が議員になったのが平成15年ですけども、

その直後の決算特別委員会に私は、委員としていました。そこで中川市長がある委員の質

問に対して答弁しているんですけども、私は知識がないから答弁自体は全く記憶していま

せん。知識がないということはそういうことなんだと思いますけども。 

  そこで、この平成15年11月14日の決算特別委員会の議事録の一部をあえて紹介させても

らいます。質問したのは、岡部委員です。「港湾整備によって、あるいは工業用造成によ

って上がるであろう将来の益税に対して、期待を持って、したがってそれによる事業に対
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する穴埋めというかそういうものに期待を持っている。そういう意味での捉まえ方をさせ

ていただいているんですが、その辺の考え方を聞かせていただければ」という議事録上の

文章です。それに対して当時の市長答弁です。「東栄の上がる利益でということで、私も

当時勉強不足で恥ずべきことですけども、８億円の実入りといったら、大体32億円の利益

を上げなければ、４分の１ですよね、地方交付税算入だとかいろいろ計算していくと。８

億円の実入りを、実利を考えようと思えば、32億円の利益を上げなければならない。逆に

８億円を総合計だとすると、２億円しか利益は上がりません、実質的には。そういうのを

どういうふうな説明をし切ってこられたかということにつきましては、私も当時から勉強

不足でして、追及ということは私もできませんでした。ただ、現状からいうと、32億円利

益を出すということは、非常に厳しい状況だろうなと、説明し切れないだろうなという気

はしております。」だから、この平成15年の時点で、市長サイドとしてはわかっているわ

けですね、このことが。平成12年のときにはないわけです。 

  それで、平成17年６月13日本会議の一般質問で、やっぱり同じようなものがあります。

「それでは、山本議員の御質問にお答えします。起債の借りかえというのは、いわば当面

の策として借金の先延ばしにすぎません。本当に大事なのは、お借りしているお金を実際

に返済していくということでございます。造成した土地の売却収入で起債の償還を全額賄

うのが事業の本来の姿ではありますが、大願寺山造成事業は、造成原価で土地を処分する

ことができず、たとえ全ての土地が処分できたとしても、巨額の債務を抱えることになっ

てしまうことが避けられない事業であります。私も議員であったときには、県が施行する

大竹工業団地からの税収で、不足する部分は十分賄えるという説明を受けてきましたが、

普通交付税の算定方法を考慮しますと、この説明には疑問があるというのは、今さら申し

上げるまでもないことだというふうに思っております。」。 

  私が残念なのは、これ、市長は正直にしゃべっています。これに対して議会のほうから、

このたった３年、いや、これは十何年ですから５年後か。これに対して次の言葉はないん

ですよね。まあ言ってもしょうがないと思ったのかもしれませんが、私も知識がなかった

のもありますよ、これは大きな反省点ですけども、方向がどっちに決まったにせよ、議論

すべきところはして、大変なら大変、それなりに事実をきちんと把握した上で、じゃあこ

ういう方向でやりましょうと、厳しかったら厳しいなりに頑張りましょうでいいわけです

けども、肝心な議論がそこで抜けているというのは、議会のあり方として寂しいなという

気がしています。 

  地方交付税というのは、いろんなところで顔を出しますよね。一番何ていうか、地方財

政独特の制度ですから、それはぜひ皆さんで気をつけておかなくちゃいけないですし、昔、

議会で、これは執行部の方に言う話じゃありませんけども、議会で勉強会をしたことがあ

ります。そのおかげで私は知識を得たという面もあるんですけども、ぜひ議員としても、

ちゃんと執行部の言った答弁の足りない部分について、気づくようなことをしなくちゃい

けないなと、自戒を込めて思っております。 

  それで、平成15年には中川市長がそう思っているわけですけども、もうここから先は何

とも言いようがないですけども、豊田市長のあの期間を思えば、本当に天国から地獄みた
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いに、もう景気は悪くなるし、いろんな悪条件が重なって、あのときは県が仕事をストッ

プすると、半分以上、そういうのがあって、じゃあ余った土を岩国基地へ有償で売ろうと。

もうさっきの平成12年４月の議会は、有償化するかしないかで皆さんもう舞い上がってい

るわけです。それを市長のほうが諦めたというか、県に渡す以上、もう有償化は不可能だ

ということだと思いますけども、有償化かどうかなわけです。 

  今、私の周りは、それこそ幼児教育・保育の無償化で、無償化という言葉がもうぐるぐ

る回ってますけども、その当時、大竹市議会の中では、土の有償化ということで皆さんも

うそこへ全部集中しておるわけですから、とても地方交付税とかそういうことには頭が回

らなかったんだろうなと思いますけども、ただ、それから何年もたっても、この質問は、

私が見る限りどこにもないんですよね。１回は聞いておかなくちゃいけないなと思いまし

て。 

  正直、例えば中川市長の時代に、中川市長がこういう答弁をされていますけども、そう

いうときにも、そちら側の内部で「交付税、ああやったよね」という話は全くないものな

んですか。これはもちろんなければないで結構ですけども、御記憶があれば教えてほしい

なと思います。 

○議長（細川雅子） 副市長。 

〔副市長 太田勲男 登壇〕 

○副市長（太田勲男） 今の質問の趣旨を、いまいち私は理解できてないんですが、中川市

長の答弁があった当時に、そういう交付税の話があったかどうか、その当時は交付税の話

は職員間でもあったと思います。 

  正直言いまして、私が財政担当でおったのは５年間でございますが、平成４年から平成

８年の時期だと、何も持ってないんですが、その時期でございます。その当時はまだ競艇

事業収入の配分金がたくさんありましたので、交付税という論議が、議会自体でもされた

記憶はほとんどございません。質問自体から、財政についての交付税とかいう内容につい

ての質問はなかったように記憶しております。間違いだったらごめんなさい。もう25年、

30年前の話。それが競艇事業収入の配分金がなくなってから、そしてこの東栄、大願寺の

話が出て、ようやく交付税、財政問題について、議員の方々の議会での話、協議、質問が

始まったように記憶しております。 

  当時の中川市長も、財政状況が非常に苦しくなったピークでございますので、当然、交

付税等の話はしておりますし、その当時、中川市長の後かな、当時、議員の方々とも交付

税の勉強会等をやらせていただいております。それにつきましては、最近まで新しく議員

になられた方、新人議員の方にも、交付税の勉強会等をやっておると思っておるんですが、

もし間違えたらごめんなさい。 

  それで、今回も当然、交付税の勉強会等をやることについては、何ら問題ないと思って

おりますし、この件につきましては、議長のほうとの協議となってくると考えております。 

  以上です。 

○議長（細川雅子） 日域議員。 

○14番（日域 究） ありがとうございます。また調べてみたいと思いますけども、ただ、



（元．９．17) 

－35－ 

それは埋め立て事業をやって、そこから入ってくる税収が丸々もうかるんであれば、こん

なぬれ手であわな商売はありませんから、財政力さまざまありますけども、ただ今回、ヒ

アリングをしてまして、ふえた税収の25％しか残らないとはいいながら、それが残るか残

らないか、これは未来永劫ずっと続くことですから、だから、それは計算違いはあったか

もしれんけども、これからもその部分は、エンドレスですから、この25％の余分がずっと

続くことは、財政にとって非常にありがたいことですというお話が雑談の中でありました。 

  だから、そういう意味では、やはり財政力のあるまちをこれからも維持していくという

ことは非常に大事だと思いますから、その辺よろしくお願いして、私の質問を終わりたい

と思います。ありがとうございました。 

○議長（細川雅子） 続いて、４番、小中真樹雄議員。 

〔４番 小中真樹雄議員 登壇〕 

○４番（小中真樹雄） おはようございます。新議員となりました小中真樹雄と申します。 

  今回の市議会議員選挙は無投票だったわけですけど、私は本当にじくじたる思いを抱い

ております。やはり議員というのは、選挙の洗礼を受けるというのが第一義なので、その

点については大変残念です。自分がたとえ落選したとしても、選挙があったほうがよかっ

たと思っております。 

  それはいいとして、これから、私が考えていることを質問させていただきたいと思いま

す。無投票によって選挙公報がお蔵入りしてしまったので、私が選挙公報で提案した三つ

のことについて、回答をいただきたいと思います。 

  現在、少子高齢化が何か全て悪いみたいに言われておりますが、これはもう事前にある

程度わかって想定されていた事態に、政治が30年間何もしてこなかったことによるひずみ

が出ており、今の我々は高度経済成長時代とかバブルとか、そこそこ恩恵を受けてきた、

我々とかその前の世代はそういう世代ですが、それで30年間、財政収支不均衡とか財政収

支均衡とかの諸問題を政治家が全部先送りしてきた結果、今の子供たちは、その莫大な借

金をずっと背負わされて生きていかなければいけないわけです。 

  だから、私はその子供たちが少しでも明るい可能性を抱けるようなことに努力して、自

分が議員であるときには、何とかそれをしていきたいと思っております。 

  それで、第１番に要望したいのは、政府が消費税率の引き上げをするために、導入した

大学無償化は、住民税非課税世帯と年収約380万円ぐらいまでの世帯ですか、対象になる

のは。だから、そういうすごい非常に厳しい制限を設けて、もう中間層への配慮がないこ

とを、毎日新聞は、これは大学無償化などと言えるのかと書いております。 

  それで、当市でも奨学金制度はあるんでしょうけど、何か他市とは違うということを示

すためにも、私は奨学金は給付型に移行したほうがいいんじゃないかと。例えば、某テレ

ビ番組によりますと、アメリカでは、貸与型は学生ローンといって奨学金とはみなしてお

りません。給付型はスカラシップとして、スカラシップこそが奨学金と認識しております。 

  私は、新聞記者時代、周防大島町を取材していまして、星野哲郎さんの星野哲郎記念館

が、平成19年でしたか、開館したときに、星野哲郎さんは私財の1,000万円を市のほうに

寄附しまして、それで周防大島町は10年間、年間20万円、それを５人の高校生、高専生、
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看護学校生に寄附したわけです。 

  当然、それにはレポートを出させるとか、あと学校長の活動とか活動内容の証明とか、

何かいろいろ大会で上位に入賞したら、そういう証明とかも全部出すようにしていました

けども、５人をその年ごとに表彰というか、そういう形でやっていたと。 

  やはり、ほかのいろんな貸与型の奨学金というのは、日本学生支援機構ですか、日本育

英会ですか、そういうのとかいろいろありまして、だから、市としては、そういうことが

できないかということを私はお尋ねしたいと思います。 

  第２なんですが、私は大抵、何もないときは毎日、立戸地区にある大竹市立図書館で、

まず新聞を４紙か５紙、全部見て、あと何か読む本はないかと行っているんですけども、

新刊がなかなか入らないなと。毎日新聞の山口東版というのに、各市の図書館の予約本ラ

ンキングというのが載ってまして、山口市立図書館とか下関市立図書館とか、そういうと

ころの図書館って、結構、最新刊が載っていて、うらやましいなと思っているんです。 

  私が電話で調べたところ、大竹市は図書館の図書購入費が約800万円ということなので、

廿日市市と岩国市に尋ねたところ、廿日市市は約1,800万円、岩国市にいたっては4,718万

円、これはただし広域合併の結果、図書館の数が多いというのもあるかもしれませんが、

それにしても、私は大竹市立図書館に本がないときは、南岩国の岩国市中央図書館に行っ

て、ないかなと探したりもしているので、岩国市はそれなりに充実しているとは思います

けども、だから何とか、今800万円というんですけど1,000万円ぐらいにできないんかなと

いうことをお尋ねしたいと思います。 

  それと、新刊本の購入に際して、どういうふうな選び方をしているのかなというのを、

私は疑問に思いまして、その新刊本の中に地球の歩き方が入っていて、これ、新刊本に要

るんかなと、いろんな人の考え方はあるんですけど、海外旅行に行く人が大体買う本だと

思うんですけど、マニアックというか、もう少し人気のある本を買ってほしいなという思

いもあって、どういうふうに選ばれているのかということをお聞きしたいと思います。 

  第３点は、地域おこし協力隊員を配置してはどうかということなんです。 

  定住促進で、奨学金の返済免除を定住促進とリンクしているというのは、ほかの市でも

あることだとは思うんですけど、やっぱり奨学金と定住促進をリンクさせるのは、いかが

なものかという思いは私にはあります。だから、定住促進は定住促進で、また違ったアプ

ローチですべきだと思っておりまして、それには地域おこし協力隊員を一遍、配置とか採

用してみるのもいいんじゃないかなと思っております。 

  広島県では16市町で地域おこし協力隊員が採用されておりますし、近隣では岩国市、柳

井市、周防大島町、田布施町、そこら辺でも採用されております。 

  だから、地域おこし協力隊員というのは、おおむね１年以上３年以下の期間そこに住ん

で、そこがいいと思えば、また交代して誰かが来て、また３年住んで、それでまたという

ふうに、だんだん更新していくわけですけども、そこにずっと住んでいる人だけじゃなく

て、よそから来た人が、そこに住んでいる人と交流して、そこの魅力なり問題点なりを考

えて、いいところを例えばＳＮＳで全国に発信してもらうと。そういうことで成果を上げ

ているところもあると思うんです。 
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  いろいろ地域のコミュニティに支障を来すとか、そういう不安はあるのかもしれんです

けど、それよりも、やっぱりいろんな人と交流して、その地域の魅力を発信していく。例

えば大体、離島とか山間部とかいうケースが多いので、阿多田とか栗谷町とかに地域おこ

し協力隊に来てもらって、そこのよさを発信してもらうことはできないかと、私は個人的

に考えているわけですけども、いかがでしょうかということを提案したいと思います。答

弁よろしくお願いします。 

○議長（細川雅子） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 大竹市をよくしたい、市民の幸せのために働きたいと御決断され、立

ち上がられましたこと、敬意をあらわしますとともに感謝を申し上げます。御提案をいた

だきましての御質問、ありがとうございます。 

  それでは、小中議員の御質問にお答えいたします。 

  １点目の奨学金制度と２点目の図書購入費につきましては、後ほど教育長が答弁いたし

ます。 

  それでは、地域おこし協力隊の配置についてでございます。 

  地域おこし協力隊は、三大都市圏や政令指定都市などの都市部から、地方に移住し、山

村や離島などの地域課題の解決や交流促進のため、活躍する人材を、地方自治体が募集・

配置する制度でございます。活動に伴う費用は、上限はありますが、国から特別交付税で

措置されることになっています。 

  制度発足から10年が経過し、制度の浸透とともに隊員数も増加しており、平成30年度に

は全国で5,000人を超えました。任期が満了した後も、そのまま定住したり起業したりす

るケースも珍しくなく、成果があらわれています。 

  本市におきましても、過去に地域おこし協力隊の活用について、可能性を模索したこと

がありますが、年間を通じて人員を配置する規模の事案がなく、これまでのところ募集し

たことはありません。 

  広島県内でも多くの実例があり、数年前になりますが、状況を伺ったことがございます。

目的に応じて取り組みが推進される反面、課題もあるようでございます。嘱託職員として

採用した市町では、労働時間の制約があるため、迅速・柔軟な対応が難しいとのことでご

ざいました。逆に、自由で独創的な活動ができるよう雇用契約を締結していない市町もあ

りますが、年金や健康保険などが個人加入となり、隊員の経済的負担がふえることや、活

動実態の管理の難しさなどを挙げられていました。 

  また、全ての市町ではありませんが、隊員の配置に伴い職員の事務が増大するケースも

ございます。 

  定住促進の観点では、数名の採用では直接的な効果は多くは望めません。しかしながら、

活動の過程が発信され、さまざまな形で外部との結びつきが強まることや、新たな産業創

出や交流促進により本市の魅力が高まり、住んでみたいと感じる方がふえていく点では、

効果が期待できるものと思います。 

  当然のことながら、全てが順調に活動されているわけではありません。さまざまな事情
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があるのだと思いますが、任期が満了する前に退任される方も１割程度おられます。隊員

と地域がそれぞれの立場を尊重し、同じ目的に向かってよりよい関係を築くことができる

かが成否を分けるものと思います。 

  本市では、既に地域においてさまざまな形で自主的、精力的に活動されている方々もい

らっしゃいます。取り組みをより加速させるために新たな人材を望まれるのであれば、地

域おこし協力隊の活用を含めた支援策を検討していく必要があると考えます。 

  以上で、小中議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 教育長。 

〔教育長 小西啓二 登壇〕 

○教育長（小西啓二） それでは小中議員の御質問にお答えをいたします。 

  まず、１点目の奨学金制度についてでございます。 

  本市の奨学金制度は、学業などが優良であって、経済的な理由により修学が困難な生徒

に、無利子で学資を貸し付けし、有用な人材の育成の道を開くことを目的に、昭和42年度

から実施をしております。現在の本市の奨学金は貸与型であり、卒業後６カ月間据え置い

た後、最長10年間で返還していただいております。 

  平成24年度からは定住促進事業の一環として、２年間、大竹市に移住を続けている奨学

生に対し、奨学金の返還を免除する制度を導入しており、本市奨学金制度の大きな特徴と

して位置づけております。現状の制度でも本市に移住すれば、貸付額の15％は返還の必要

はありますが、残りの85％については返還が免除されますので、奨学生にとって大きなメ

リットがある制度だと考えております。 

  給付型に移行すれば、今以上に若い世代の方々にとって有利になると思いますが、市民

の皆様の税金を原資としている以上、返還を求めない給付型の導入については慎重に検討

する必要がございます。 

  また、給付額や対象者数にもよりますが、支出が増大する可能性がある上、一定の継続

性が求められる制度でございますので、市の財政状況を踏まえると、現状では難しいと考

えております。 

  次に、２点目の図書購入費の増額についてです。 

  大竹市立図書館につきましては、総合市民会館と隣接した生涯学習の拠点として、また、

市民の学習の場、触れ合いの場として、多くの市民の方々に御利用いただいております。 

  また、常日ごろより、図書館を利用する子供たちが増加するよう、乳幼児やその保護者

を対象にした各種のおはなし会なども積極的に開催しているところです。 

  購入図書の選定方法につきましては、大竹市立図書館資料収集方針及び大竹市立図書館

選書基準を教育委員会において定めており、この基準をもとに新刊案内、カタログ及び書

店情報に加え、利用者からのリクエストなどをいただきながら、図書館の司書職員により、

毎月購入する図書を選定し、図書館流通センターに発注をしております。 

  その後、図書館流通センターにおいて、ブックカバーやバーコードの加工を行った上で、

図書館に納品されますので、貸し出しを始める時期につきましては、一般の書店で陳列さ

れるよりも遅くなってしまいます。 
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  なお、自治体で図書館の規模や選定基準が異なりますので、新刊図書が他の自治体の図

書館と同じ時期に一律に並ぶということはお約束できない場合もございます。御希望の図

書がありましたら、リクエストしていただければ、比較的早期に皆様に貸し出すことがで

きるかと思います。 

  次に、廿日市市や岩国市との年間の図書購入費が、本市の予算額よりも多いということ

に関しましては、廿日市市や岩国市が本市よりも人口が４から５倍、図書館数は廿日市市

が３館、岩国市は７館であることが大きな要因であると考えます。 

  なお、全国の自治体の図書館情報を取りまとめたものとして、日本図書館協会が日本の

図書館2018を発行しており、掲載されている平成30年度の図書費を人口１人当たりに換算

して比較しますと、本市は264円であるのに対し、廿日市市は164円、岩国市は269円であ

り、本市の図書費はさほど低い状況にはございません。また、県内の同規模の人口の自治

体との比較においても、本市の図書費は極端に低い状況にはないところでございます。 

  このたび、小中議員から図書購入費を増額して図書館を充実させ、本市の文化的レベル

のさらなる向上を図るべきとの御提案をいただきました。まことにありがとうございます。

もちろん、予算額は多いにこしたことはないと思いますが、限られた予算でございます。

どのように配分するかは近隣他市町の状況や市民の皆様の満足度なども勘案しながら、本

市にとって適切な図書購入費の予算額を検討していきたいと考えております。 

  以上で、小中議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 小中議員。 

○４番（小中真樹雄） 御答弁ありがとうございます。 

  まず、地域おこし協力隊の配置についてですが、何か、問題を設定するタイプと問題を

設定しないでフリーに隊員になった人に考えてもらうのと、二つあると思いますので、や

れるものなら一遍やってみてほしいなという思いであります。これはもう御答弁は結構で

すので。 

  それから、奨学金についてなんですが、貸与型について１点私が疑問に思うのは、奨学

金で定住してもらうというより、要するに奨学金をもらった人が、例えば大阪府に行った

り東京都に行ったり、全国で名をなして、その人が何かで市の紹介をしたときに、大竹市

出身というと、それはそれで大竹市の誇りなわけですよね。 

  例えば、ノーベル賞を取った本庶佑さんが宇部市出身で、宇部市民が大変、非常に誇り

を持っていると。そういう例もあるし、実際、まさしく星野哲郎さんみたいに、ふるさと

に大変な恩義を感じて、それでふるさとに1,000万円を寄附するという人も出てくるわけ

なので、定住にあんまりこだわるべきではなくて、大竹市に住んでいる、または大竹市に

通学している子たちに融資する、手助けをするという、そういう物の考え方も必要ではな

いかと思います。 

  それは別に、貸与型とか給付型じゃなくて、奨学金は、そのように扱われるべきものだ

と私は考えます。 

  図書購入費の増額については、それはおっしゃるとおりで…… 
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○議長（細川雅子） 小中議員、質問の途中ではございますが、質問の形式を一問一答にさ

れておりますので、今の奨学金についての一つ質疑は終わりましたので、これで一旦区切

っていただければ。 

○４番（小中真樹雄） 奨学金については、あくまでも提案ですので、もう答弁は結構です。 

  三つ目の図書購入費の増額については、できればふやしてほしいという思いと、新刊の

選定方法はどうなのかなという思いが多少あるんですけど、できるだけ最新刊を早目に購

入していただきたいという要望をして、回答は結構ですので、これで質問を終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。 

○議長（細川雅子） 続いて、３番、原田孝徳議員。 

〔３番 原田孝徳議員 登壇〕 

○３番（原田孝徳） くろがねの原田孝徳です。先ほど小中議員の発言にもありましたが、

このたび、選挙公報が市民の目に触れることがなくなりましたので、私も、私の掲げた公

約の中から、今回は運転免許証の返納問題と公共交通のあり方、それに伴う諸問題につい

て、質問をさせていただきます。御答弁のほう、よろしくお願いいたします。 

  ここ数年、後期高齢者による交通死亡事故が多発し、運転免許証を自主返納する動きが

社会問題化しております。自治体の中には、返納者にさまざまなサービスの提案・提供を

することで自主返納を促す取り組みをしているところもありますが、本市におきましても、

地域公共交通活性化協議会で同様の議論があるようですけれども、それと並行して、公共

交通、とりわけ、こいこいバスについては、抜本的な見直しが必要な時期に来ているので

はないでしょうか。 

  本市のような小さなまちであれば、公共の施設、学校やアゼリアホール、サントピア、

支所や公民館、それから郵便局や団地、スーパーなどの商業施設、そして医療機関を可能

な限り巡回しても、せいぜい１時間かそれを少し超える程度でしょう。 

  私は、地域の公共交通を守り育てていかなければならないという思いと、ユーザーの視

点から、この問題を考えることも必要だろうということで、ここまでバスを利用しており

ますが、駅まで自転車で出て、それから乗りかえるのは少し手間です。これが後期高齢者

となりますと、このような乗りかえの負担は想像以上にかなり大変なものです。 

  また、何年か前のことですが、特別支援学校を卒業し、地元の作業所に通うことが決ま

った高校生の親御さんから、バスで通勤はどうだろうかというような相談を受けたことが

ありました。自分の足で、自分の力で通勤するということは、本人の大きな自信にもなり

ます。つまり、公共交通が広く整備されていれば、利便性だけではなく移動の際の負担の

軽減や障害をお持ちの子供さんにとっての自立にもつながる。少数例かもしれませんが、

公共交通をつくるということを考える面において、このようなメリットも把握しておく必

要があるのではないかと思います。 

  そこで問います。運転免許証の返納問題は、単に公共交通を整備するということだけで

はありませんが、こいこいバスの延伸、それから、ルートの見直しについては必要である

と考えるが、どうでしょうか。 

  公共交通以外にも、運転免許証の返納者にとって、その移動手段は電動を含めた自転車
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や車椅子、そして、電動カーやシルバーカーなどが考えられますが、本市の場合、そのい

ずれにおいても、まだ幾つかの場所で安心・安全が確保されていない現状にあると思いま

す。 

  例えば以前、電動車椅子で移動を試みたことがありますが、電動車椅子の場合、わずか

な段差でも上ることが困難でありましたし、普通の車椅子にしても段差はもちろん道路の

ゆがみや傾斜がありますと、押すほうもバランス感覚とかなりの力を要しますので、転倒

の危険などが十分に想定できました。 

  それに、本市は高齢化が進み、まちがある意味、デイサービス化しているといっても過

言ではなく、自転車にしてもそういうものがなければ事故の危険性はかなり少なくなりま

すし、できるだけ早くそのような生活の支障となる交通面での物理的な障害を除去するこ

とは、実際に車椅子などでまちを歩いてみると、安心・安全なまちづくりには必要不可欠

なものであると実感します。 

  また、このたび、新町のゆめマートが撤退しました。スーパーやコンビニなどのお店は、

半永久的にそこにとどまってくれるとは限らず、人口減少に歯どめをかけることがかなり

厳しい現状の中においては、どこの地区がいつどのような不便な状況に陥るかわかりませ

ん。 

  そうなると、買い物などが容易ではなくなる運転免許証の返納者が出てくることが予想

されます。自分の好きなものを自分の目で見て、自分で買う。ごく当たり前の日常ですが、

日々の生きがいや喜び、コミュニティや幸福感、そういうものが失われることになりかね

ず、施設勤務の中で多くの認知症の人を見てきた私には、そのような日常が少しでも奪わ

れることには不安を感じます。 

  市民の幸せを考えるのであれば、このような日常を守ることこそ大切なのではないでし

ょうか。運転免許証の返納者だけに限らず、全ての市民に対し、生活の支障となる交通面

での物理的な障害を除去する取り組みは、今、もうされていると思いますが、現状で十分

だと思っているのか、今後も継続して取り組む姿勢でいるのかを問います。 

  以上で壇上での質問を終わります。 

○議長（細川雅子） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 原田議員におかれましては、小中議員同様、大竹市をよくしたい、市

民の幸せのために働きたいと決断され、立ち上がられましたこと、敬意をあらわしますと

ともに感謝申し上げます。御提案をいただいての御質問、ありがとうございます。 

  それでは、原田議員の御質問にお答えいたします。 

  まず、こいこいバスの運行ルートの見直しについてでございます。 

  本市の公共交通体系づくりにおきましては、市民の移動を守る、まちづくりを支援する、

住民みずからが守り育てるの三つを基本方針としています。また、沿岸部における整備コ

ンセプトといたしましては、ＪＲ大竹駅・玖波駅間を結ぶ幹線交通の維持・活性化と、住

宅地と幹線交通上の拠点を結ぶ支線交通の導入を掲げて進めています。 

  幹線交通を担うこいこいバスは、三つの理由によりＪＲ大竹駅・玖波駅間を結ぶ運行ル
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ートとしております。一つ目は、多くの市民が共通して利用する公共施設、生活便利施設、

医療機関などを結ぶ運行ルートであること。二つ目は、利用者が目的地までの乗車時間が

長過ぎると感じないよう、寄り道間隔を最小限に抑えた運行ルートとし、１便の走行時間

を30分以内としたこと。三つ目は、限られた車両で一定の便数を確保するため、運行間隔

をできるだけ短くし、利用者の利便性と運行経費とのバランスを考慮したことでございま

す。 

  その結果、現在のバス２台による運行で40分間隔を基本として編成いたしました。運行

ルートを延伸した場合、現在の車両台数では運行間隔があき、利便性が低下してしまいま

す。また、現行の運行間隔を維持、あるいは短縮しようとすれば、車両をふやす必要があ

り、車両の購入や運行の経費が増大するという問題を抱えることになります。 

  なお、平成30年９月のバス利用者のニーズ調査では、こいこいバスの運行ルートにつき

ましては、満足度が約49％、不満足度が約13％となっています。公共交通ですので限界は

ありますが、一定の評価はいただいているものと受けとめております。 

  これからも持続可能で利便性の高い地域公共交通網を構築するため、平成31年３月に大

竹市地域公共交通網形成計画を策定いたしました。幹線交通であるこいこいバスと、支線

交通の役割を担う乗合タクシーは、市民の暮らしに不可欠な移動手段であり、住民・交通

事業者・市が協働し、運行サービスを維持する必要があります。運行サービス内容が利用

実態や利用ニーズなどに合わなくなってきた場合は、効率化や利便性の向上を図るため、

三者で協議し、必要な改善策を検討・実施することとしています。 

  引き続き、市民の皆様に愛される公共交通の運行に努めてまいりたいと考えております。 

  続いて、移動に関するユニバーサルデザインなどの取り組みについてでございます。 

  全ての方にとって、生活のさまざまな場面で支障となるものが少なく、移動しやすい暮

らしやすいまちを目指していくことは、私ども行政の大きな責務の一つだと考えています。

ようやくではございますが、庁舎の耐震改修に合わせ、この議場にも車椅子などの傍聴席

と多目的トイレを設けることができました。 

  車椅子の方の移動の観点から、事例を紹介させていただきますと、こいこいバスや坂上

線バスの車両は、自動ではありませんが車椅子に乗ったまま御利用いただける仕様となっ

ております。 

  市道などの段差解消につきましては、可能なところから少しずつではありますが、改良

している状況でございます。市民の方からの情報提供や職員が日々の業務の中で気づいた

箇所などに対し、歩道の段差解消や勾配修正などを随時、実施しています。短期間に全て

を改良することはできませんが、危険度や交通量、市道の工事計画などを踏まえながら、

順次、整備していきたいと考えております。 

  また、大竹駅周辺施設など新たな施設の整備・改良の際には、道路の段差をなくす。歩

道の勾配を緩やかにする。エレベーターを設置するなど、交通バリアフリーに配慮した整

備を進めております。 

  今後も、市民の皆様に安心・安全に生活していただけますよう、道路や施設の整備に努

めてまいります。 
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  以上で、原田議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 原田議員。 

○３番（原田孝徳） 答弁ありがとうございました。 

  なかなか難しい問題であるということは、この質問を考えて提案する上において、思っ

ておりましたけれども、なかなかその延伸、それからルートの見直しというのは、いろい

ろと大変な部分もあるのかなと思っております。 

  ただ、先ほど例にも挙げました障害をお持ちのお子さんの親御さんの例で、やっぱり家

の近くをバスが走っているから、そのようなお考えに思い立ったのでしょうけれども、や

っぱりバスが走ってないと、なかなかそのような思いには、たどりつけないのではないの

かと思います。今、多くの地域で、まだバスが走ってない地域があると思いますけれども、

そういう方にとって、やはりそういうバスを利用して移動しようという考えには、なかな

かいかないのではないかと思われます。 

  近隣の自治体の中には、子供が通学にバスを利用しているところもあります。防犯上の

観点からも特に有効な手段ではないかと思います。例えば、小方ケ丘にはバスが走ってお

りませんが、そういうところにバスが走れば、安全の観点から、親御さんの中には、バス

で帰らせるとか、そういう考えも思い浮かぶのではないかと思われます。 

  それから、これから運転免許証を自主返納しようと思っている人や、本市に転居をしよ

うかと迷っている人にとって、バスがあることは、それを考える上での一つの大きなファ

クターになるのではないかと思います。 

  どのような形にしても、近くを走ってないことには選択肢とはなりませんので、市内を

ある程度、巡回し、もっと多くの市民が利用しやすいものにすれば、このまちのサイズか

らして、こいこいバスで十分ではないかと私は考えております。 

  先ほど答弁にもありましたように、生活に支障となる交通面での物理的な障害について

は、本市の場合、見た目にも随分とよくなってきたと感じます。車社会でもあり、そこは

なかなか難しい問題ではあるのではないかと思いますが、高齢者の場合、転倒などをして

骨折すると致命傷になりかねませんので、今後とも市民の安全・安心を第一に、できるだ

けスピーディーに、これからも取り組んでいただきたいと思います。 

  ユニバーサルデザインという言葉が出てきましたけれども、ユニバーサルデザインとい

うのは、最初からできるだけ多くの人が利用可能であるようにデザインされたものであり

ます。こういうものを積極的に取り入れていくということを伺いましたので、大変心強く

思いました。 

  公共交通の問題に関しましては、確かに今、答弁の中でおっしゃられたように、いろい

ろと難しい面、困難な面もあるかと思いますけれども、本市におきましては、先ほど申し

上げました、さらなるデイサービス化というものは避けられないし、待ってもくれないと

思います。安定した持続可能な公共交通にしなければ、市民に不安や失望を与えてしまう。 

  深慮遠謀という言葉があります。深慮遠謀というのは、遠い先の未来のことを見通し、

計画を立てることであります。ぜひ、今後は深慮遠謀な議論をして、本市の公共交通のあ

り方を考えていく必要があるのではないかと思いますので、現状、難しいところもあると
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は思いますけれども、これからもそのような議論をしていってもらいたいというのが私の

願いであります。 

  来年は、東京オリンピック・パラリンピックが開催されるということで、このユニバー

サルデザインの気運がさらに高まることと思います。この運転免許証の返納問題は、公共

交通のあり方、バリアフリー化について改めて考え直す契機となりましたし、このまま本

市もユニバーサルデザインを推進し、ノーマライゼーション、ノーマライゼーションとい

うのは、障害を持っている方、持っていない方が平等に生活できる社会の実現であります。

本市もユニバーサルデザインを推進し、ノーマライゼーションを具現化させることが、住

みたい、住んでよかったと感じるまちにつながるのではないかと思います。 

  これは、全市的な問題でもあると思いますので、皆様にも御理解いただき、一般質問を

終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（細川雅子） 続いて、16番、山本孝三議員。 

〔16番 山本孝三議員 登壇〕 

○16番（山本孝三） くろがねの山本でございます。お昼前でお疲れと思いますが、よろし

くお願いいたします。 

  本席で、私の質問の項目は、前回に引き続きますダム放流による災害を防ぐというテー

マでございます。 

  この件に関しましては、さきの議会でいろいろ市長なり担当者の職員の皆さんから答弁

をいただいておるんですが、その後、約１年間の時間の経過もありますし、西日本豪雨災

害を受けての多くの自治体がダムに関する操作の規程、事前放流についての要望などを踏

まえて、関係機関がそれなりの対応をしているというのが現状でございます。 

  小瀬川水系にかかわる三つのダムの操作の規程等について、その後、どのような検討が

されておるのか、その中身について、お伺いをしたいと思いますが、端的に市民の皆さん

が納得ができるような答弁をお願いしたいと思います。 

  それから、二つ目の国保料の減免・軽減についての問題ですが、これも機会あるごとに

市長をはじめ担当職員の皆さん方には実態を踏まえた問題点を洗い出して、減免可能な対

応をしてほしいということを繰り返し申し上げておるところでございます。本席でも重ね

ての要望を兼ねた質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

  それで、このたび広島県国民健康保険団体連合会の理事長に、入山市長が就任されたと

いう紹介が、この、ひろしまの国保という冊子に載っております。理事長といえば非常に

責任の重い、また、各県内の市町村における国保運営に関する悩み等についても、それな

りの解決に向けての方策等、御苦労も多いと思います。 

  まず、大竹市から国保の運営、負担の軽減について、県内の一つの模範となるそういう

役割を果たしてもらいたいという期待を込めて、質問をいたします。 

  それで、最近の報道に関しまして、さきの国保に関する質問の際には、何か私が一般会

計から繰り入れをして国保料の軽減を図ったらどうかとか、平等割、均等割もしかり、特

に均等割については非常に問題があると。赤ちゃんが生まれればいきなり何万円という負

担が賦課されるという制度も問題があると。それから、国保に加入なさっておられる皆さ



（元．９．17) 

－45－ 

んの多くが年金暮らしの方であり、職業を持たず、持っておっても非正規雇用のために収

入が非常に低いと。こういう構造的な問題が指摘をされておるわけです。 

  こういう問題についても、ことし２月７日、参議院の予算委員会において、安倍総理も

このように述べておられるんですね。高齢化の進行や無職・非正規雇用労働者など低所得

加入者が増加する等の構造的な問題がある。と、こういう答弁をなさった。だから、まず

そこのところを踏まえた対応を市の段階でどう取り組むということを私は問いたいわけで

す。国保については、まだそこのところを明らかにしてもらいたいと思います。 

  登壇をしての質問は以上で終わりますが、ダム問題についても国保についても、ひとつ

答弁のほうをわかりやすく、市民の皆さんが納得できるよう、重ねてお願いをしておきま

す。よろしくお願いします。 

○議長（細川雅子） 一般質問の途中ですが、議事の都合により、暫時休憩いたします。 

  なお、再開は13時を予定いたしております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１１時４３分 休憩 

１３時００分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（細川雅子） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  初めに、執行部から発言の訂正の申し出がありましたので、許可をいたします。お願い

します。 

  教育長。 

○教育長（小西啓二） 先ほどの私の小中議員への答弁の中で、訂正箇所が２点ございます。

大変申しわけございませんでした。 

  １点は「２年間、大竹市に移住を続けている小学生」、そしてもう１点は「現状の制度

でも本市に移住すれば」と、そういう表現をしてしまいました。これは「移住」ではなく

て「居住」でございます。私の大きな間違いでございます。御訂正のほうをよろしくお願

いいたします。申しわけありませんでした。 

○議長（細川雅子） それでは、16番、山本孝三議員への答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 山本議員には、14期にも及ぶ長き議員生活の間、一貫して弱いお立場

の市民の皆様に寄り添った市政活動をされておりますこと、敬意をあらわします。 

  それでは、山本議員の質問にお答えします。 

  まず１点目のダム放流による災害防止についてでございます。 

  小瀬川水系での災害防止に関連する会議は、小瀬川水系３ダム１堰通警報関係機関等連

絡調整会議と小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会の二つが設置されています。３ダ

ム等の連絡調整会議は、小瀬川の河川管理者である国土交通省中国地方整備局と各ダムの

管理者及び広島県と山口県の土木関係部署、並びに沿岸の４市町に加え、管轄する警察署

と消防本部等の担当者で構成された会議で、ダムの操作説明や情報交換などの連絡調整を
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目的としています。今年度は、４月22日に開催され、本市から総務課と消防本部が出席し、

ダムの概要や連絡体制などについて確認したところでございます。 

  小瀬川減災対策協議会は、国土交通省中国地方整備局、広島、山口両県と沿岸３市町に

加え、広島、下関各地方気象台で構成され、小瀬川流域の減災対策に関する検討、見直し

等について協議しています。今年度は、６月14日に総会が開催されています。総務課が出

席し、小瀬川流域の減災に係る取り組み状況について、報告を受け、意見交換をしていま

す。 

  この協議会の取り組みとして、平成28年に水防災意識社会再構築ビジョンに基づく小瀬

川流域の減災に係る取組方針を策定しましたが、昨年の西日本豪雨災害の経験を踏まえ、

大規模な災害が予想される場合の指定避難所の活用や住民などへの情報伝達、提供する情

報に対する理解などの課題に対する取り組みを追加し、各機関と市町で実践することとし

ています。 

  ダムの運用につきましても、国土交通省中国地方整備局が平成25年度以降、弥栄ダムの

洪水時の放流について、放流量を規定よりも減らす操作ができるよう運用を見直したとこ

ろでございます。このため、昨年の西日本豪雨の際は、放流量を毎秒300立方メートル以

下にコントロールすることができ、下流の水位観測所では、ダムがない場合に比べ、約

2.4メートルの水位低減を実現できたとのことでございます。 

  また、国土交通省が設置した異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検

討会の提言を受け、ことしの６月25日からは事前放流の運用を開始しております。これは、

計画規模を上回る洪水流量が想定された場合に、利水容量のうち、水道用水、工業用水、

発電用水を除いた容量の一部をあらかじめ放流して、ダム貯水位を下げておくための操作

です。 

  この操作により、洪水に備えるための容量をより多く確保し、異常洪水時の放流操作へ

の移行をおくらせることによって、ダム下流域への浸水被害の軽減やより多くの避難時間

を確保することが可能となります。 

  続いて、２点目の国保料の減免・軽減についてです。 

  まず、昨年度からの国保運営の広域化に伴う保険料率の考え方について、御説明いたし

ます。 

  平成29年12月に、県内の全市町合意のもと、県において広島県国民健康保険運営方針を

策定しました。この方針により、令和６年度からは県内の全市町で統一された保険料率を

ベースに、市町ごとの収納率を反映させた準統一保険料率を用いて国保料を決定すること

になります。将来的には、収納率の差が市町間で少なくなった段階で、県内の全市町で保

険料率を完全に統一することを目指しています。 

  なお、令和５年度までは激変緩和措置期間として、市町の裁量により、財政調整基金等

の自己財源を活用して、保険料率の急激な上昇を抑えることも可能です。 

  本市も今年度、保険料算定時に、被保険者数が減少したことに伴い、所得割の課税標準

額が減少し、所得割率が昨年度と比べて１ポイント以上増加しました。このため、本年６

月17日の生活環境委員協議会で御報告いたしましたとおり、財政調整基金を1,500万円取
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り崩し、所得割率を引き下げたところです。 

  次に、低所得者に対する軽減措置について、御説明いたします。 

  国の低所得者に対する軽減措置として、所得に応じて均等割と平等割を２割、５割、７

割の３段階で軽減する仕組みがあり、該当世帯の被保険者数に応じて軽減割合が大きくな

ります。 

  独自の軽減策については、先ほど、県の運営方針で御説明したように、現在、県内の全

市町が保険料率の統一を目指して取り組んでいる中で、激変緩和以外の目的で、独自の軽

減策を検討することは適切でないと判断しています。 

  また、国の制度設計においても、国保の安定的な財政運営は法に基づく公費負担と、負

担能力に応じた被保険者の国保料から成り立つものとされています。そのため、独自の軽

減策に対する国・県からの補助金等の財政支援は見込めません。市の負担増加は最終的に、

このたびの制度改革の趣旨である安定的な財政運営に逆行することになります。 

  とはいえ、国を挙げて少子化対策に取り組み、市としても総合計画に出生率の増加を掲

げている中で、子供の数がふえることにより、負担が増加する仕組みには、一考の余地が

あるとも感じており、国全体の制度として整備していく必要があると考えます。 

  全国市長会では、本年７月に開催された第89回全国市長会議において、子育て世帯の負

担軽減を図るため、子供にかかる均等割保険料を軽減する支援制度を創設することを重点

提言として取りまとめ、国に対して積極的な措置を求めております。国における制度化が

早期に実現するよう、全国市長会を通じ、継続して要望してまいります。 

  国保の運営を安定的、持続可能なものとするための広域化です。市として言うべきこと

はしっかりと主張してまいりますが、県内の全市町の総意に基づいて足並みをそろえて取

り組んでいきたいと考えております。 

  以上で、山本議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 山本議員。 

○16番（山本孝三） ダムの放流に関する問題ですが、昨年９月６日にダムの放流に関する

災害防止について、一般質問をさせていただいております。それで、新たな動きとして、

今、市長のほうから答弁がありましたが、ことし６月25日からは、事前放流の実施をする

ということが決まったようですが、この事前放流の具体的な操作といいますか、これは性

格がそれぞれ違うダムですから、弥栄ダムだけが事前放流をするということになるのか、

中国電力が管理する渡之瀬ダムを事前放流するということになるのか、県が管理する小瀬

川ダムについても同じようなことをやるということになるんでしょうか。そこのところを

もう少し具体的にわかるように説明をしてもらいたいと思います。 

  それで、何で私がこのダムの問題について、繰り返し質問をさせてもらうかといえば、

昨年４月に中国電力が管理をしております新成羽川ダム、電力会社の管理ダムには、事前

放流をするという規定がないんだということで、下流住民に対する大きな被害を出したと

いうことですが、大竹市にも中国電力が管理する渡之瀬ダムがあります。これは事前放流

の対象として、ダム操作の規程に加えられたんですか。 

  それから、県営ダム、これは三原市の椋梨ダムですか、あの平成30年７月豪雨の際に、
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椋梨ダムは通常の50倍の放流をしたということで、下流の浸水面積700ヘクタール、ここ

では３人の方が犠牲になりました。それから呉市の野呂川ダムでは50ヘクタール以上の浸

水がありまして760戸の住宅が被害を受けた。それから東広島市の福富ダム、これも県営

ですが、ここでは約700ヘクタールの面積が浸水して、住宅3,824戸が被害を受けた。とい

った個々のダム放流による被害の実態が、今では明らかにされとるわけです。 

  それで、大竹市の場合、渡之瀬ダムの下流の栗谷町には多くの人が住んでおられます。

さらにその下流の小瀬川ダムに関係する流域では岩国市美和町の住民が住んでおられます。

それから、弥栄ダムの下流からいえば、小瀬川の両岸にそれぞれ住民の皆さんが生活を構

えておられる。さらに言えば、大竹市の都市計画区域、何万人という市民が住んでおられ

るこの地域の被害想定はされておるんですか。 

  今、県のほうも豪雨に対する災害の見直しをするということで、浸水ハザードマップの

作成を進めるとか、避難指示の利用について改善策を考えるという取り組みをされておる

ようですが、大竹市の被害想定はどういうことになっていますか。それで、被害を想定し

ての浸水ハザードマップ、これは作成されておるんですか。そこのところを一つ聞かせて

もらいたいと思います。 

  それから、似たようなダム操作が大きな問題になって、愛媛県の鹿野川でも大洲市民３

人がダム放流によって犠牲になった。野村ダムは西予市民５人が、ダム放流による犠牲に

なった。ダム操作の規則が20年以上改定されていなかったという実態も明らかになってお

ります。 

  だから、そういうことに関して、私はこういうふうに改定されたということを住民に周

知もするし、議会に対してもつまびらかにして、仮に心配な部分があれば、さらなる検討

を加えて改善策をとるとか、安心できるなら安心できるように日ごろから住民に、避難も

含めた周知をどうするかということも含めた対応をすべきだと思うんですが、もう一度改

めて答弁願いたいと思います。 

  それで、元内閣官房参与で防災・減災ニューディール政策担当の京都大学大学院工学研

究科教授の藤井聡さんという方が、この豪雨に関する問題点の指摘をされている記事があ

る新聞に掲載されたのを私も目にしました。ここへメモをしたんですが、今、１時間に80

ミリ以上の豪雨が降る回数は30年前に比べて約２倍にふえている。これは世界中の災害を

見たら明らかなように、気候変動による結果だということだと思いますが、だから、豪雨

災害は日本のどこで発生してもおかしくない状況なんだ。こういう指摘をされておるんで

すね。 

  ですから、これは質問の主題ではありませんが、大竹市も都市排水についての機能を強

化する。新町３丁目の新町雨水排水ポンプ場の早期建設とか。高潮とか満潮と重なると、

大竹市の大半がため池になる。こういうふうに都市排水の機能の整備もおくれておるのが

現状なので、特にダムによる災害を日ごろから重々目を光らせて、市民が安心できるよう

な方向で取り組んでもらうということを要望にかえてお願いするので、もう一度、御答弁

をお願いします。 

  それから、国保の問題なんですが、市長が広島県国保連合会理事長に就任されたという
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この機会に、さらなる検討を加えてもらって、被保険者資格証明書や短期被保険者証、あ

るいは無資格の加入者、こういう方への差し押さえで財産が処分されるという悲劇が起こ

らないよう、国保の運営をお願いしたいと思うんですが、それで、改めて聞くんですが、

安倍総理も今の構造的な問題があるんだということを国会審議の中でもお認めになってお

るんですね。 

  そこで、具体的に、市長を初め担当者のほうで、構造的な問題があるとすれば、そこの

ところをどういうふうに認識されとるかというところから問題を掘り下げてみて、可能な

軽減措置を具体的にとるということになろうかと思うんですが、そこのところの理解とい

いますか認識といいますか、どういうお考えなのか聞かせてもらいたいと思います。 

  それで、先般、参議院の選挙がありましたけど、選挙が終わった途端に、今度は国のほ

うでは、社会保障の各分野において、負担を求めるということを勇気を持ってやるんだと

いうことを言い始めた。その中身は何かといえば、国保料をとにかく一般会計から繰り入

れすれば、それは違法だとか、今、全国的に広がりを見せておる均等割の減免制度につい

て、そういうことをやれば違法性が高い、そういうことをやっちゃいけんのじゃというこ

とを、国保の制度の中に導入して法的に縛りをかけ、何のことはない自治権の侵害にも当

たるようなことを今、厚生労働省を初め議論をされておるようですが、そういうことに自

治体の長として、大いに裁量権を発揮して、構造的な問題があるとしたら、そこのところ

からどうするかという視点で、今後の取り組みを考えてもらいたいと思うんですが、改め

てもう一度、御答弁をお願いします。 

○議長（細川雅子） 危機管理監。 

○総務課危機管理監（吉村隆宏） それでは、山本議員の小瀬川ダムに関係する御質問から

お答えさせていただきます。 

  小瀬川水系における事前放流の運用についての御質問でございますが、小瀬川水系には

御存じのとおり大きなダムが三つございます。弥栄ダムと小瀬川ダムと渡之瀬ダムがござ

いまして、これらのダムは利水を目的としたもの、または治水を目的としたものとありま

して、利水につきましては水道用水等、または発電用水、これをためておくものでござい

ます。治水につきましては洪水調整を目的とした水をためる容量を持ち合わせているもの

でございまして、弥栄ダムと小瀬川ダムにつきましては利水と治水、両方を兼ね備えたダ

ムでございます。渡之瀬ダムについては水力発電を目的とした利水専用のダムとなってお

ります。 

  事前放流の運用についてなんですが、利水と治水両方持ち合わせている弥栄ダム、小瀬

川ダムで運用が可能となるということなんですが、小瀬川ダムにつきましては、容量が小

さいということでもありまして、現在のところ事前放流は考えていないという回答を得て

います。 

  弥栄ダムにつきましては、先ほどの答弁にもありましたように、今年度より、利水の余

剰部分を利用しまして事前放流を行っていることを開始したということでございます。 

  一方、渡之瀬ダムにつきましては、水力発電を目的とした利水専用のダムでございます

ので、入った水をそのまま流すという形になります。上流で雨が降って、入ってきた流入
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水量をそのまま下流に流すということでございますので、利水以外の治水部分の調整は持

ち合わせていないという形になりますので、ダムがあってもなくても同じ水量が川を流れ

るという形になります。 

  続きまして、２番目の浸水想定でございますが、浸水ハザードマップというものを大竹

市でも作成をしております。また、弥栄ダムにつきましてもダムの放流量に基づいてどの

くらい放流をして、どこが危険になり、また、どこが越水するかという想定をされており

ます。これらの両方の情報等を兼ね備えて、各ダムと連携をしながら、大竹市の災害対策

本部でも避難情報の発令等を考えているような状況でございますので、洪水時につきまし

てもしっかりと連携をして災害対策を行っております。 

  以上です。 

○議長（細川雅子） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（豊原 学） 先ほど山本議員のほうから２月７日の国会の

参議院予算委員会の中での、同じ質問に対する答弁の中で、当時の厚生労働大臣が次のよ

うに述べられています。 

  国保においては全ての被保険者がひとしく保険給付を受ける権利があり、被保険者全体

の相互扶助で支えられているので、応分の保険料を負担していただく必要があると考えて

いる。このため子供がいる世帯も、世帯の所得のほか、子供も含めた被保険者のニーズに

応じて一定の負担をいただくことになるということで、厚生大臣を含めてやっぱり行政機

関として問題があるというのは認識されているということで、同じような形で私どもも認

識しています。したがいまして、先ほど市長の答弁にありましたように、市長会を通じま

して今の制度の、抜本的な見直しについて引き続き要望しておるというのが実態でござい

ますし、我々も認識しているところでございます。 

  以上です。 

○議長（細川雅子） 山本議員。 

○16番（山本孝三） そうするとあれですか、運営は、部長がおっしゃるように、安倍総理

の認識よりか厚生労働大臣の認識を是として大竹市は、今後もやるんですか。厚生労働大

臣の国会での発言を、私もここに新聞の切り抜きを持っておるんです。しかし、それは安

倍総理がおっしゃるような構造的な問題点を無視した立場でしょう。所得の少ない構成員

が毎年のように高騰する医薬品や診療報酬、患者には責任がないのにそういう外的な要件

によって医療費が高騰する。その医療費に対応するために保険料を値上げせざるを得ない

という大きな側面がある。それに追いつけないのが構造的に、所得の低い年金暮らしの人

やら、雇用でいえば無職や非正規の人と、こういう高齢者等による、構成員によって国保

料は成り立っているわけやね。 

  それで、私はここに全国知事会の社会保障常任委員長が、全国の国保の運営が非常に困

難で、過酷な保険料を賦課せざるを得ないという実態がある。だから、政府としては構造

的な問題を踏まえて、公費の投入をすべきだということを主張されて、１兆円公費の投入

を求めているわけですね。それで、こんなことは今の部長がおっしゃるように、今の厚生

労働大臣が言うように、国保加入者が全体が支えるんだ。そんなことを言っているからど
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うにもならんのよ。だから、構造的な問題があるという認識をどう思っておられるのかと

いうことを最初聞いたんです。加入しとる者が支え合うのが基本で、収入があろうがなか

ろうが知らない、医療費をおまえらが払えというような言い分が通りますか。 

  既に今、全国の市町村段階で、私が昨年の一般質問で提案もしたり、紹介もさせてもら

った子供の均等割をせめて第２子から減免するとか、廃止をするとかいうことを北海道の

旭川市でも、岩手県の宮古市でも、宮城県の仙台市でも福島県の南相馬市、白河市も、新

潟県の佐渡市も、東京都の昭島市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市も、既に実施しておる。

第一子の子供から実施しとるところでも石川県の加賀市、愛知県の一宮市、大府市、茨城

県の取手市、最近、幾つかの市町で今の均等割の減免等を実施するという事例が紹介をさ

れておるんですが、そういうことを全部あれですか、今の厚生労働省が不当なことで違法

性は高いものだと。あくまで加入者全員が支え合うのが原則だから、そんなことはする必

要はないという、そういうことでいくんですか。 

  そうじゃなしに、現実に高過ぎる国保料を何とかしてほしいという実態があると。それ

も加入者の皆さんがぐうたらで保険料が高くなるんじゃないんです。国の施策によって高

くなりよるんでしょう。 

  薬価でもそうでしょう。どこで決めるんか、国民には秘密にされて、製薬会社と政府機

関の一部のものが密室で薬価を決めるんね。その高い薬価のために国保料が家計を圧迫し

とる。 

  診療報酬だってそうですよ。全国の医師会の会長と国の間で報酬をどうするかというこ

との協議があって、それで決まるんでしょう。だから、国の対応によって患者さんには責

任のない部分が医療費を押し上げている現実もあるわけですから、そこを無視して、加入

者がみんなで支え合うのが原則だと、それは子供を含めて負担してもらわないとしようが

ないよというようなことを言うとったんじゃあどうもならんでしょう。もう一回そこのと

ころをどう思うのか、国がそう言うんじゃけん、まあ、しようがないよとこうおっしゃっ

ても、行政の最高責任者は安倍総理だ。その安倍総理が。 

○議長（細川雅子） 山本議員、時間になりましたので着座してください。もう時間です。 

○16番（山本孝三） 時間かい。 

○議長（細川雅子） 答弁。 

○16番（山本孝三） もう一度答弁してください。 

○議長（細川雅子） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（豊原 学） 先ほど私の答弁が不十分で申しわけございま

せんでした。 

  当時の厚生労働大臣の答弁というのは、厚生労働省としても問題であるということを述

べられていることだと思いますし、私どももそういった形で、例えば、子供の数がふえる

ことにより負担がふえる仕組みについては問題があるという考えておりますので、そこの

認識については厚生労働省がおっしゃるとおりでございますというわけではございません。

問題としては認識しているところでございますし、先ほど市長のほうからも答弁を申し上

げたところでございます。 
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  なお、そのとき、先ほど一緒に申し上げればよかったんですけれども、厚生労働大臣の

後に安倍総理が次のように答えられています。 

  子供の均等割保険料の今後のあり方については、財政支援の効果や国保財政に与える影

響などを考慮しながら、厚生労働省を中心に国保制度に関する国と地方の協議の場で引き

続き議論していきたいということで、安倍総理もやっぱりそういう形で問題であるという

ことは認識されておりますし、今後、制度の中について議論すべきであろうということを

述べられておりますので、つけ足して答弁させていただきます。 

  以上でございます。 

〔発言する者あり〕 

○議長（細川雅子） 山本議員、もう時間が終わっておりますので。 

  続いて13番、山崎年一議員。 

〔13番 山崎年一議員 登壇〕 

○13番（山崎年一） ９月議会の一般質問、最後になりました、くろがねの山崎でございま

す。６月議会の一般質問で取り上げました大竹市の太陽光発電の現状と課題についてを引

き続き問題点の抽出と、地域住民の安心・安全な生活を担保するための方策等について問

います。 

  なお、６月議会での答弁を引用しておりますので、重複することがあるかと思いますが、

よろしくお願いいたします。 

  広島県は、高知県、山梨県に続いて全国で第３位の日射量を誇る太陽光に恵まれた県と

言われております。太陽光発電は、自然と人に優しいエネルギー源として温室効果ガスな

どを排出せず、また、資源の枯渇の心配もありません。そういったことから地球温暖化の

防止や新たなエネルギー源として世界的な規模で期待され、我が国においては平成２４年

７月からＦＩＴ、固定価格買取制度が施行されて以来、再生可能エネルギーの普及が進ん

でおります。 

  一方で、住民とのトラブルも多発、増加しております。自然環境や景観の破壊、土砂災

害や土石流、強風によるソーラーパネルの飛散など、周辺住民の健康被害も懸念されてお

るところであります。 

  折りしも９月９日、台風の強風による影響ではないかと言われておりますが、千葉県の

山倉ダムで水面を活用した水上メガソーラーが火災を起こしました。ダムの湖面に５万枚

余りのパネルが並べられ、水上発電では国内最大規模と言われておりますが、このパネル

が強風により数十メートルにわたってめくれたり、あるいは、折り重なって火災が発生し

たということであります。 

  ところで、本市や周辺地において３カ所の大規模太陽光発電事業が計画、実施されてい

ることはさきの６月議会一般質問において明らかにしてきたところです。本市の場合は、

水源涵養機能を持つ山林を広範囲にわたり伐採し、建設されることで周辺環境の変化や生

態系への影響、傾斜地や土地改変地への設置は土砂災害に対する危険性が高まり、地域住

民との間でトラブルとなっており、弥栄ダム湖の水質汚染も心配されているところでござ

います。 
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  また、弥栄ダム湖は広島県民はもとより、岩国市など山口県東部の住民にも広く飲料水

の水源としても供給され、３カ所の建設地はいずれも弥栄ダム湖の上流に位置し、玖島川

や高祖川から弥栄ダム湖に流入をしております。谷和地区の太陽光発電計画は当初全体面

積70.7ヘクタールで、4.7ヘクタールの東京ドーム約15個分という膨大なものでありまし

た。建設が実行されれば緑のダムと言われる森林は伐採され、水源涵養機能が失われ、泥

水や汚染水などの発生も予測されます。また、集中豪雨による鉄砲水や土砂災害等の危険

性が飛躍的に高まり、当然にして周辺住民はもとより、建設予定地の下流域に生活されて

いる住民の生命、財産に対する重大な脅威となることは６月議会の一般質問でも明らかに

してきたところでございます。 

  ところで、６月議会の一般質問の御答弁では、前飯谷地区の住民の皆様方から環境面で

の影響を強く懸念していることの陳情を受けていること。そして、市では、開発事業者に

対して、地域住民へ十分に説明するよう、また、前飯谷川が生活水となっていることから、

安心・安全な生活水の確保は特に重要なことであり、今回の谷和地区の開発計画を住民が

懸念していることも、お話を伺っています。 

  その後、先月になって、これは５月のことですが、開発事業者から現在提出している申

請書を一旦取り下げて、前飯谷地区に影響のある河川流域を除いた区域を開発区域として

改めて申請する意向と聞いております。今後、見直し後の図面などが整いましたら改めて

県、市、自治会に説明されることとなっています。との御答弁をいただいております。 

  初めに伺います。 

  先日、改めて開発事業者から見直し後の計画図面が示されたとのことでありますが、こ

の見直し後の計画図面の概要について伺うとともに、計画図面についての本市の見解とし

て、計画図面は地元住民の反対、地域住民の陳情に十分応えられるものと判断されていま

すか。今後地元自治会等との話し合いの予定はありますか。また、大竹市、開発事業者、

自治会住民との話し合いなどの予定もあればお伺いをいたします。 

  次に、前飯谷地区自治会に続いて、栗谷町谷和地区自治会の住民の皆様が太陽光発電所

建設計画に反対する陳情を提出されたと伺っています。 

  ２点目に伺います。 

  谷和地区の陳情について、どのように受けとめられておるのかを問います。地元説明会

等の開催状況、地区住民の要望等について、また、今後事業計画者に対してどのように対

処、要請されようとしておられるのかも問います。 

  次に、弥栄ダム湖の水質汚染について問います。 

  ６月議会の一般質問でも伺いましたが、御答弁では、このような林地開発は広島県が林

地開発許可権者で、県が内容等に関して審査する。一定の審査が進むと、関係自治体に対

して意見照会がなされる。弥栄ダム湖の水源は広島県の西部地域、山口県の東部地域など、

広範囲にわたる重要な水源で、当該箇所からの排水等によって水道の水源が汚染されるこ

とのないよう、審査、指導されるよう、広島県に意見を述べさせていただいている。とい

うものでありました。 

  また、山には森林の保全、水源の涵養、災害の防止という広域的な機能がある。これら



（元．９．17) 

－54－ 

の機能を開発によって損なわれないよう、審査し、大竹市としても意見を述べていきたい

という趣旨で御答弁をいただいております。 

  林地開発についての水質汚染や土砂災害に対応する部分については、御指摘のとおりだ

と思うわけであります。私が伺いたいのは、環境省や自然エネルギー庁が懸念している、

開発による泥水の発生や太陽光発電施設による水質の汚染についてであります。雑草の処

理や発電効率を上げるための器具の洗浄など、適切に行われる必要があります。また、老

朽化した発電パネルやパワーコンディショナーなどの器具の放置、ＦＩＴ、固定価格買取

制度終了後の施設の回収、廃棄など、いずれも適正に行われなければ太陽光パネルの損壊

部から鉛やセレンなどの有害物質が流出し、土壌汚染を招く危険がある。下流に位置する

弥栄ダム湖の水質が汚染される可能性があるということで対策が必要ではないかというこ

とを申し上げていました。 

  ３点目に伺います。 

  環境汚染や弥栄ダム湖の水質汚染など、どのようにお考えなのか、改めてもう一度お伺

いをいたします。 

  次に、６月議会に引き続き、環境影響評価条例などによる太陽光発電の規制について問

います。 

  ６月議会の御答弁では、太陽光発電の普及は地球温暖化対策からも必要であるとされ、

地上設置型の大規模太陽光発電、メガソーラーについては、傾斜地における土砂災害や動

植物生態系への影響といった生活環境や自然環境への影響のほか、森林伐採や太陽光パネ

ルの景観などへの影響などを懸念される状況が全国各地で発生しており、現時点では太陽

光発電施設の設置は、国においても、広島県の条例においても評価の対象条例となってお

らず、事業者の実施義務はございません。と答弁をされております。 

  続いて、現在国において、来年度から出力４万キロワット以上のメガソーラーの全てと

環境への影響が大きいと考えられる３万キロワット以上のメガソーラーに対し、法令によ

る評価の実施が適用される見込みでございます。また、広島県の条例においても、太陽光

発電施設の設置を環境影響評価の対象事業とし、国の基準よりも小さな発電出力でも評価

対象として検討するよう、機会を捉えて働きかけていきたいと考えています。と御答弁を

いただいております。 

  現在、国も広島県も、太陽光発電施設の設置は、環境影響評価の対象事業となっておら

ず、国は今後環境への影響が大きいと考えられる３万キロワット以上のメガソーラーに対

し、法令による評価の実施が適用される見込みであること。広島県は太陽光発電施設の設

置を環境影響評価の対象事業とされていないこと。大竹市として国の基準よりも小さな発

電出力でも評価対象として検討するよう働きかけていきたい。というものでありました。 

  本市の太陽光発電の規模はいずれも３万キロワット以下で、国が環境評価の対象として

いる規模３万キロワット以上には達しておりません。また、広島県環境影響評価に関する

条例も太陽光発電については規制がされていないというのは先ほど述べた実態であります。 

  太陽光発電事業は事業参加のハードルが低いと言われています。また、さまざまな事業

者が参入され、事業主が次々とかわることが頻繁に起こっていると言われています。発電
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事業が終了した場合やもしくは事業継続が困難になった場合においては、太陽光発電の設

備や器具が放置されたり、原状回復がなされない場合は、放置設備などから有害物質の流

出の可能性が生じるなどの懸念があります。 

  全国の太陽光発電の普及、啓発に取り組み、太陽光発電システム設置者らでつくるＮＰ

Ｏ法人、この法人は太陽光発電を推進する立場に立たれている東京都の法人でありますが、

共同代表理事の都筑建氏は、今は再生可能エネルギーの普及ばかりに目が向いているが、

地域に及ぼす影響を放置すると必ず社会問題化する。法や条例の整備が必要だと指摘をさ

れています。谷和地区や前飯谷地区はもとより、栗谷地区全体の地域の景観や周辺の生活

環境を守り、防災や自然の調和、資源の保護などに万全を期すことが重要であります。 

  以上のことから、今後地域住民の理解を得ることなく、大規模太陽光発電施設の工事が

実施されれば、地域住民にとっては到底看過できないものと考えます。 

  ４点目に、国の環境影響評価法に適用されない、県の規制条例にも適用されない、そう

いった法の網を抜けることのないよう、地方自治体が条例で規制するべきと考えます。多

くの住民の水がめとしての弥栄ダム湖の上流で大規模な森林伐採による太陽光発電施設が

計画され、市民の不安が増大している中で、環境影響評価条例を制定し、一定の歯どめを

かけながら行政と地域住民が太陽光発電事業の安心・安全な開発に協力していく姿勢が求

められていると思います。こういった考えについてお伺いをしたいと思いますのでよろし

くお願いをいたします。 

  以上、壇上での質問を終わります。よろしく御答弁のほど、お願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 今話題の全国的に急速に進んでいます太陽光発電につきまして危惧さ

れること、御質問いただきました。ありがとうございます。 

  それでは、山崎議員の御質問にお答えいたします。 

  谷和地区の太陽光発電施設建設に伴う林地開発につきましては、本年４月に林地開発許

可申請が県に提出された後、地区住民の意見を踏まえ、開発事業者が計画の内容の一部を

見直しています。 

  その経過ですが、４月に開発事業者が前飯谷地区で事業の説明会を開催したところ、地

区住民から、生活水として利用している前飯谷川の上流域の開発に対して、環境の悪化な

どを強く懸念し、計画に反対する意見や前飯谷川上流域の開発は行わず、環境への影響を

及ぼさない計画を求める意見があったとのことでございます。 

  開発業者はこれらの意見などを踏まえ、当初の計画区域から前飯谷地区への影響のある

河川流域を除いた計画に変更しています。８月21日に広島県から林地開発許可申請に関す

る意見について本市に照会された計画の内容を見ますと、全体の面積は59.7ヘクタール、

開発行為に係る面積は35.6ヘクタールとなっています。また、発電出力は経済産業省資源

エネルギー庁公表の認定情報によると２万9,700キロワットとなっています。市は、この

たびの計画への意見照会に対し、前飯谷地区や谷和地区住民への説明の継続、周辺環境へ

の影響や水質汚染の防止、太陽光モジュールなどの適切な点検・検査の実施などについて
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指導するよう、広島県へ意見の申し出をしたところでございます。 

  陳情書は先日、谷和地区住民の皆様から出されたもので、飲料水となる弥栄ダムへの有

害物質の流出や水質汚染、大規模な開発による自然破壊・生態系の崩壊、除草剤などの散

布による水質汚染、太陽光パネルの破損などによる有害物質の流出、太陽光パネルの最終

処分が不透明なことなどから、発電終了後に産業廃棄物処理場になる可能性があることな

どを懸念して、太陽光発電施設の建設に反対する趣旨となっています。本市としましては、

これまでも関係地区住民へ十分に説明するよう、機会あるごとに開発事業者に働きかけを

しており、これからもこの姿勢を維持する考えです。 

  次に、太陽光発電施設の設置に伴う水質汚染などの環境汚染の見解についてです。 

  議員が懸念されますように、事業者が適正な管理、運営を怠った場合には水質が汚染さ

れるおそれがあります。市としては許可権者である広島県に対し、開発事業者への指導を

強く求めていくしかありません。林地開発申請への意見照会においても、機器などの適正

な管理により、水質汚染の防止措置を講じること、国の定めた太陽光発電設備のリサイク

ル等の推進に向けたガイドラインに基づき、廃棄物は適正に処分すること、水道水源が汚

染されることがないよう、濁水分離や維持管理を適正に行うこと、水質検査を定期的に実

施するとともに、その内容を情報提供することなど、周辺地域の環境保全への対応につい

て申し出をしております。 

  最後に、環境影響評価条例の制定についてです。 

  国の動きとしましては、環境影響評価法施行令の一部を改正する政令が本年７月５日に

公布され、令和２年４月１日から施行されます。 

  主な改正内容は、環境影響評価が必要となる太陽電池発電所の設備の規模を出力４万キ

ロワット以上とし、特に、環境への影響が大きいと考えられる事業については、出力３万

キロワット以上とすることが示されました。 

  現在、環境影響評価の具体的な項目や検査内容、予測及び評価の手法を定めた省令や手

引の整備が国により進められているようでございます。 

  また、広島県に対し、国の動きを受けた今後の対応を確認したところ、現在、他県の情

報を収集中であり、太陽光発電事業を評価の対象とするかどうかも含め、県の環境影響評

価条例を改正するかを検討中であるとの回答をいただいております。 

  市としましても、現在、太陽光発電事業の環境保全対策として、独自の環境影響評価条

例などを定めている県外自治体の状況や県内各市町の太陽光発電事業の件数や問題点、今

後の対応などについて情報を収集しているところであり、引き続き国や県の動向を注視し

ながら、適切かつ効果的な環境保全の手法について研究してまいりたいと考えています。 

  以上で山崎議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（細川雅子） 山崎議員。 

○13番（山崎年一） ありがとうございます。国や県の状況というのは依然として変わって

いない。実際には６月議会よりは法の施行がなかったわけですから。環境影響評価法の一

部を改正する政令の施行が令和２年からなされるということでありますから、前に進んで

はおるのでありますが、しかし、対象は３万キロワット以上ということでありまして、大
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竹市の場合は今の２万9,700キロワットということになりますと対象外である。要するに、

国も県も大竹市が現在直面している太陽光発電事業については何ら規制のやりようがない

というのが実態であります。 

  そういったことで、市長さんが最後におっしゃっていただきました、今、他の自治体か

らいろんな情報を集めておるということの中で、やはり前向きにこの条例については取り

組んでいただきたいということが私の思いでありまして、前飯谷地区の陳情には１の項目

で、水質、飲料水への影響ということが懸念に挙げられていました。前飯谷地区の流域に

ついては事業を中止したので影響がないという答弁でありましたが、山林の水源は伏流水

であります。山の中をどのように水が流れているのか、水脈というのは見た目ではわかり

ません。だから、ここからこっちは飯谷に流れるから、ここからこっちは高祖谷に流れる

と言われてもそう割り切れないのが山の伏流水であります。そういったことについてはど

のようにお考えなのかをお伺いします。 

  ２の項目では、自然環境への影響ということで、鉄砲水や土石流の危険があると指摘さ

れています。確かに前飯谷川へのそういった土石流の災害は解消されるかもしれませんが、

森林の伐採、土地改変により土砂災害の危険は解消されていない。前飯谷地区にはないか

もわからんけれども、ほかの地域への土砂災害というのは実際に危険性があるわけであり

まして、陳情書の中では、土砂災害の危険があるではないですかということをおっしゃっ

ています。前飯谷だけのことではなかったんだと思います。 

  それから、３の項目では、事業終了後の影響ということで、ソーラーパネルなどの事業

終了後の適切な処分が行われるのか心配だということも反対の理由に挙げられています。

この部分についても一切解決をされてはいません。 

  陳情は地区住民の生活水の汚染だけで反対されたのではありません。森林破壊、環境破

壊、生態系の破壊、弥栄ダム湖の水質汚染など、多くの地域住民の生活を守る視点での要

請であったと思うわけであります。陳情書をもう一度しっかりと読んでいただけたらわか

るのではないかと私は思うのでありますが、谷和地区の山林は御存じのように弥栄ダム湖

の水源に当たり、広島県や山口県など広範な地域住民の生活水であります。水質汚染が生

活環境に異変を起こすのではないかと危惧をされています。陳情の趣旨に応えられたとは

私は到底判断はできません。 

  そういったことで、今のこの３点、このことについてどう考えていらっしゃるかという

ことをお聞かせください。 

  それから、太陽光発電施設については法規制が不十分なため、各地で住民等のトラブル

が発生しております。有効な規制がない中で各自治体が条例や要綱やガイドラインなどを

規制するしかないのが実態であります。そういったことから、地方自治体の中ではそうい

った取り組みをし、実際に条例を制定して運用しているという自治体も多くあるわけであ

りますね。まして、大竹市の場合は大規模太陽光発電の事業者さんと地元住民がトラブル

となっているわけでありますから、行政も国や広島県の動向を見てからという姿勢ではな

く、早急に取りかかるべきではないかと私は考えます。事業が着手されてから法や条例を

後から整備しても間に合いません。後追いの規制は何ら効果を示さないというのが法律の
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建前であります。地元住民の皆さんと共同でできるような健全な太陽光発電事業を育てる

姿勢が求められると私は思うのでありますが、ここらあたり、先ほどの前飯谷地区の陳情

の話の件と、今の件、４つについてお伺いしてみたいんですが、よろしくお願いします。 

○議長（細川雅子） 産業振興課長。 

○産業振興課長（小田健治） 私のほうから、まず、前飯谷地区からの陳情の件、それとあ

と、谷和地区からの陳情の件につきまして、御説明をさせていただきます。 

  先ほど御質問、あるいは、御答弁させていただきましたとおり、前飯谷地区のほうから

陳情が出ております。前飯谷地区におかれましては説明会を開催しまして、そこで出た意

見を踏まえまして、まず開発事業者のほうが前飯谷川の上流域については今回の開発事業

区域から外すという形で計画の見直しがされております。 

  その際には、見直しをした後の図面が正式にかたまった後につきましては、地域のほう

へ、その図面を持って説明にあがります。と、自治会長さんのほうにお話をされておりま

す。こうした経緯を踏まえまして、この８月の盆のあたりで、開発図面と、この計画に対

する説明を、事業者のほうから自治会長のほうに話をされているとお聞きしております。 

  その内容につきましては、まずは先般も市のほうと前飯谷地区、あるいは、谷和地区も

そうですけど、基本的に何かありましたらお互いに情報を共有するという形でこれまでも

お話をさせていただいておりますが、前飯谷地区の自治会長さんとお話をする中で、９月

に入り事業者から提出のありました図面と、あとは事業者から聞いたお話を、まずは地域

の中で話をしてみると。この内容を踏まえて、例えば、４月に行われた、いわゆる説明会

で言った自分たちの意見が十分に反映された見直し計画かどうかということを再度そこで

話をしてみて、必要があれば自治会長から開発事業者に対して、再度説明会の場を設けて

くださいという話がなされております。そういう話をお聞きしておりますので、市のほう

としましては自治会長のほうに話が終わった際には、どのような話がされたか、あるいは、

さらに事業者に対してさらなる説明を求めるかどうかということを話しておりますし、自

治会長からもその旨了解は得ております。その辺の意見を踏まえることによって、自治会

としての意見が反映された計画となっておるのかどうかというのが、ある程度の方向性が

見えてくるのかなと思っております。 

  谷和地区からの陳情の件でございます。 

  谷和地区のほうからは、今議員さんからお話がありましたように、多方面による、いわ

ゆる懸念ということで陳情をいただいております。ただ、この計画につきましては、やは

り懸念が大きいということで、内容を見ますと、そもそも大きな山を切り開くということ

に対しての反対ということが文面を見る限りは見受けられます。 

  開発事業者さんのほうにつきましては、地域説明会というのは谷和地区においてはされ

てはおりません。そういう状況ではございません。ただし、個別に今まで回っていく中で、

谷和地区の集落側の山の尾根ですか、尾根筋から小瀬川沿いのほうに向かったところ、一

定の下がったところから山に手を加えていくということで、表面的な水については谷和地

区の集落側のほうには流れ込むという計画は今はされていないという話を聞いております

ので、この辺につきましても市のほうとしましては前飯谷地区、あるいは、谷和地区につ
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きましては、地域の皆さんといろんなお話を聞かせていただく中で、市としてどういうこ

とができるかを考えていきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（細川雅子） 山崎議員。 

○13番（山崎年一） 丁寧に御説明をいただいてありがとうございます。１つ伺いたいのは、

当初の計画のときに２万9,700キロワットで、現在縮小されて２万9,700キロワットという

ことで私は答弁を受けとめたんですが、そこのところを聞かせてください、縮小されたん

だから当然少なくなるんじゃないかなと思ったものですから。 

  それから、結局、地域に説明会をなされたときの出た意見と陳情書の内容が若干変わっ

ていったという部分があるのかなと私は思うのでありますが、出されたのは陳情書であり

ますから、陳情書の趣旨を私は伺ったわけで、そこについてはやっぱり陳情書の中身につ

いては一つも解決はしていないというふうに私は思うのであります。そこのところをまた

今後の課題としてお願いしたい。 

  実は、こういった問題が一番起こるのは太陽光発電設備の廃棄対策についてという、

2018年11月21日付けの資源エネルギー庁の資料を、ホームページから引き出したものであ

りますが、この中に大体まとめてあります。経済産業省資源エネルギー庁が2018年７月24

日に公表した、2040年、太陽光パネルの廃棄物の問題、これは後に11月21日にさらに検討

資料として発表されています。その中では、日本における再生可能エネルギーの主力であ

る太陽光発電は、2012年に固定価格買取制度が導入されて以降、加速度的にふえてきまし

た。この太陽光発電に使用する太陽光パネルは、製品寿命が約25年から30年とされていま

す。そのため、ＦＩＴ開始後に始まった太陽光発電事業は2040年ごろには終了し、その際、

太陽光発電施設から太陽光パネルを含む廃棄物が出ることが予想されています。こうした

廃棄物問題を避けて通ることはできません。太陽光発電事業は、ほかの発電事業と同じよ

うに長期的に行われる事業ですが、その一方、ほかの発電事業と異なる幾つかの特色があ

ります。一つは、事業への参入障壁が低いため、従来の発電事業者だけでなく、さまざま

な事業者が取り組みやすく、なおかつ、事業の途中で事業主体が変更されることが比較的

多くあるということです。 

  ２つ目は、太陽光パネルの種類によって異なる有害物質が含まれているということです。

このような特性を持つことから、将来の太陽光発電設備の大量廃棄をめぐっては懸念が広

がっています。太陽光パネルが適切に廃棄されないのではないかという懸念です。問題と

なるのは事業者が所有している事業用太陽光です。実質的に事業が終了していても、コス

トのかかる廃棄処理を行わずに、有価物だとしてパネルが放置される可能性があります。

廃棄の費用を捻出できない、あるいは、費用を準備していなかったりなどの場合、ほかの

土地に不法投棄されるのではないかという懸念もあります。 

  放置や不法投棄を防ぐためには、電気を売って得た収入の一部を廃棄などの費用として

積み立てておくことが有効です。しかし、実際に積み立てなどの対策を講じている事業者

は少ないのが実態です。資源エネルギー庁の発電事業者へのアンケート調査によりますと、

将来的な廃棄を想定して廃棄・リサイクル費用の確保をしているかとの問いに、低圧電力
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事業者の74％が積み立てをしていないと回答し、何らかの方法で確保しているのはわずか

26％の事業者でした。高圧電力事業者では廃棄リサイクルの費用を確保していないと回答

したのは59％で、確保しているは41％でした。このように不法投棄される懸念が大きいこ

とが示されています。 

  また、廃棄物ではないと主張された場合には、対応が困難であることも大きな課題とさ

れています。太陽光パネルにはパネルの種類によって鉛、セレン、カドミニウムなどの有

害物質が含まれており、それぞれ適切な処分方法があります。ところが、含まれる有害物

質の情報が廃棄物処理事業者に伝わっていないために、適切な処分が行われないケースが

見られます。 

  例えば、本来は水漏れを防ぐ設備のある管理型最終処分場という場所での埋め立てが望

ましいのに、そうでない処分場に埋め立てているといったケースです。こうした有害物質

の流出・拡散が懸念されるケースが起こる背景には、そもそも廃棄物を出す事業者が有害

物質の含有を知らなかった。あるいは、認識はしていたが、確認していなかったというケ

ースもあります。また、太陽光パネルメーカーも積極的に情報開示を行っていないケース

もあります。 

  同時期に設置された太陽光パネルは、いずれ大量廃棄の時期を迎えます。ピーク時には、

使用済み太陽光パネルの年間排出量は産業廃棄物の最終処分場の６％に及ぶとの試算もあ

ります。そのため、一時的に最終処分場が逼迫する懸念があります。そういった中で、事

業者がきちんと廃棄できる仕組みをつくることが必要であります。 

  ということでありますが、しかし、こういった中での取り組みというのはやっと環境省

や資源エネルギー庁でも対策が緒についたばかりという状況であります。地域住民にとっ

ては太陽光発電事業による不安が大きく、住民の理解がなされないままに計画が実行され

ているというのが実態であります。こういったことから、前飯谷地区や谷和地区の住民の

皆さんが反対をされているのではないかと私は感じるわけです。地域住民の皆様の理解を

得るまで事業の着工はしない、こういった申し入れをするなど、行政としての対応が必要

と考えますが、ここについてはどのように考えられますか。お伺いをいたします。特に、

この問題については市長さんに直接お答えをいただきたいのでありますが。 

○議長（細川雅子） 市長。 

○市長（入山欣郎） 全ての産業活動につきましては、廃棄物は産業廃棄物処理法というこ

とで国が厳しく規制をし、指導をしております。このことについて違反しますと、大変大

きな罰が加えられます。業者についてはそういうことをきちっと守ってもらう、このこと

はもう常識のことだと考えて指導していきたいと考えております。 

○議長（細川雅子） 山崎議員。 

○13番（山崎年一） ありがとうございます。ぜひ国の環境省自身がこうやって心配をして

おるわけでありますから、法の建前でなく、やはり地域住民の皆さんが心配していらっし

ゃるという点から見れば、自治体としてできることをやるという姿勢が必要ではないかと

私は考えます。 

  ところで、谷和地区にはオオサンショウウオ、日本の固有種で世界最大の両生類、生き
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た化石と言われる国宝に当たる扱いとして文化財保護法によって厳重に保護されていると

いうものがあるようでございますが、このオオサンショウウオの保護について、工事が始

まったりすると、水質汚染、あるいは、いろんな機材やなんかを持ち込まれるということ

の中でどういった保護を考えられていらっしゃるか、まだ工事の概要が明らかになってい

ないので難しい部分もあろうと思うのでありますが、国の天然記念物に指定されている生

存種でございますので、その辺のところを聞かせてくだい。 

○議長（細川雅子） 教育長。 

○教育長（小西啓二） それでは、オオサンショウウオの保護ということでお答えをしたい

と思います。 

  この大竹市の地に国の特別天然記念物であるオオサンショウウオが生息するだけの豊か

なそういう自然環境が脈々と受け継がれているということ、私、非常に驚きとともに感動

をしておるところでございます。 

  そういう中で、どのように保護を今後考えていくかということでございますけれども、

国の特別天然記念物のオオサンショウウオがここ谷和地区のほうに生息している可能性が

あるということから、当然、事業所は文化財保護法第125条第１項に基づき、原状変更等

許可申請書を提出の上で、文化庁長官の許可を受ける必要がございます。 

  その申請書については、９月13日付で市のほうに提出をされ、現在、そのあたりの内容

の確認作業を行っております。提出書類に不備等がなければ、これを速やかに県のほうに

進達をいたします。今後申請書は県において専門家の意見を聞くなど、内容を審査した上

で意見を付して文化庁に通達された後、文化庁において許可の是非が判断されるというこ

とになります。そういうことで、やはり国の特別天然記念物、当然国からの許可等でまた

変わってくるのではないかなと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（細川雅子） 山崎議員。 

○13番（山崎年一） ありがとうございます。感動されたということでありましたので、ぜ

ひよろしくお願いをいたします。大変貴重なもので、数年前には大竹市としてもあの辺の

河川流域を改修されたということがあったような気がします。 

  それで、太陽光発電でありますが、温室効果ガスを排出しませんし、また、永久資源で

枯渇のおそれもありません。新たなエネルギー源として期待される一方で、地球温暖化の

防止にも大きく役立つことは明らかであります。 

  ところが、地域住民から先ほどのいろいろな部分での不安がたくさんあるということの

中から、なかなか理解がしてもらえない。そういった中で、どう地域住民の皆様に理解を

していただきながら開発をしていき、また、自然エネルギーを育てていくかということは

私たち自治体の役割ではないかと思うわけであります。 

  太陽光発電の普及により、遊休農地や防災の役割を果たしている山林に施設が設置され、

水源涵養機能のある林地が無計画に伐採され、周辺環境との整合性がなくなり、景観の阻

害なども指摘されています。また、生態系や河川への影響が指摘されています。さらに、

土砂災害の危険性も指摘され、計画事業者と地域住民のトラブルが至るところで発生をし
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ているのが実態であります。 

  こういったことから、１、法の規制、適用に該当しない発電施設は直接的な設置規制を

行えないことから市条例で規制し、商業目的の小規模な施設についてもガイドラインなど

を設ける。２、発電事業が住民と共生でき、地域社会に貢献できる安定した運営ができる

ように立地の規制などの法整備を行う。３、太陽光発電施設周辺の住民の安心・安全を確

保するための基準の整備、事業撤収後のパネルや器具等の撤去や処分が確実に行われるよ

う、仕組みを整備する。 

  以上の問題点を解決されることを要望して、私の一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（細川雅子） 以上で、一般質問を終結いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第３ 議案第５４号 監査委員の選任の同意について 

○議長（細川雅子） 日程第３、議案第54号監査委員の選任の同意についてを議題といたし

ます。 

  本件につきましては、地方自治法第117条の規定により、10番、網谷議員には退席を願

っておりますので御了承願います。 

  議案の朗読を省略し、提案者から提案理由の説明を求めます。 

  市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 議案第54号監査委員の選任の同意について、提案理由の御説明を申し

上げます。 

  地方自治法第196条の規定により、監査委員は普通地方公共団体の長が議会の同意を得

て執権を有する者及び議員のうちからこれを選任することとなっております。このうち、

市議会議員の中から選任いたしておりました和田芳弘氏が８月31日をもちまして任期満了

となりましたので、その後任の監査委員として、市議会議員の網谷芳孝氏を選任いたした

く、御提案を申し上げるものでございます。 

  以上で、議案第54号の説明を終わります。よろしく御審議の上、御同意くださいますよ

うお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） これより質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  本件は、会議規則第37条第３項の規定により、委員会の付託を省略いたしたいと思いま

す。これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって本件は委員会の付託を省略することに決しました。 
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  これより討論に入ります。 

  討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 討論なしと認めます。 

  これをもって討論を終結いたします。 

  お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議案第54号監査委員の選任の同意については、これに同

意することに御異議ありませんか 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって議案第54号はこれに同意することに決しました。 

  議事の都合により暫時休憩いたします。 

  再開は２時45分といたします。よろしくお願いします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１４時２９分 休憩 

１４時４５分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第４～日程第７〔一括上程〕 

  認 第 ４号 平成３０年度大竹市工業用水道事業会計決算の認定について 

  議案第４９号 大竹市水道条例の一部改正について 

  議案第５０号 平成３０年度大竹市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

  議案第５１号 平成３０年度大竹市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定に 

         ついて 

○議長（細川雅子） それでは、休憩前に引き続き、会議を再開します。 

  日程第４、認第４号平成30年度大竹市工業用水道事業会計決算の認定についてから、日

程第７、議案第51号平成30年度大竹市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定に

ついてに至る４件を一括して議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  上下水道局長。 

〔上下水道局長 高津浩二 登壇〕 

○上下水道局長（高津浩二） 認第４号、議案第49号、議案第50号及び議案第51号につきま

して、一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

  初めに、認第４号平成30年度大竹市工業用水道事業会計決算の認定について御説明申し

上げます。 

  工業用水道事業につきましては、平成30年度も前年度に引き続き、黒字決算となってお

ります。 

  まず初めに、給水状況ですが、年間有収水量が1,001万3,182立方メートルで、これを前

年度と比較しますと715立方メートルほどの減少となっております。 
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  次に、経理の状況でございますが、収益的収支は収入総額から支出総額を引いた結果、

差し引き7,345万4,970円の純利益となりました。この純利益を平成29年度からの繰越欠損

金にあてますと、平成30年度末の未処理欠損金は２億7,516万8,706円となります。 

  次に、資本的収支ですが、収入総額から支出総額を差し引いた結果、３億397万8,373円

の不足となりました。これにつきましては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額35万8,720円、過年度分損益勘定留保資金２億3,389万5,134円、当年度分損益勘定留

保資金6,972万4,519円で補填をしております。 

  続きまして、議案第49号大竹市水道条例の一部改正について、提案理由の御説明を申し

上げます。 

  昨年成立した水道法の一部改正では、指定給水工事を適正に行うために、事業者の支出

の保持等を目的として、指定給水装置工事事業者の指定について更新制度が導入されまし

た。この法改正によりまして、事業者は５年ごとにその更新を受ける必要が生じることと

なりました。 

  条例改正の主な内容ですが、条例中に規定している事業者の指定に関することに更新を

含むこととしております。また、新たに指定給水装置工事事業者の指定更新手数料として、

１万円を設定させていただきたいと考えております。 

  なお、本条例の施行日は令和元年10月１日を予定しております。 

  続きまして、議案第50号平成30年度大竹市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定に

ついて御説明申し上げます。 

  まず、剰余金の処分についてでございます。 

  平成30年度の水道事業会計におきましては、年度末の未処分利益剰余金が１億3,695万

5,844円となりました。この剰余金につきまして、決算書８ページ、剰余金処分計算書

（案）のとおり処分することについて、地方公営企業法第32条第２項の規定により議会の

議決を求めるものでございます。 

  処分の内容ですが、未処分利益剰余金のうち、減債積立金に310万円、建設改良積立金

に3,050万円をそれぞれ積み立てるものでございます。 

  次に、決算の概要について御説明申し上げます。 

  水道事業につきましては、給水人口の減少など、年々使用水量が減少し、あわせて料金

収入も減少傾向にあります。こうした中、安全で良質な水の安定供給を図りながら、引き

続き経費の節減等に努めた結果、平成30年度も利益を計上することができました。 

  事業の概要ですが、給水状況では、年間有収水量が328万1,454立方メートルで、これは

前年度から3,271立方メートル減少しております。 

  次に、建設改良事業ですが、総額で１億2,743万9,840円を支出いたしました。主な内容

ですが、西栄三丁目・南栄三丁目地内配水管改良工事、小方一丁目地内配水管改良工事、

防鹿水源地日常水質モニター更新工事などでございます。 

  次に、経理の状況ですが、収益的収支は収入総額から支出総額を引いた結果、差し引き

6,080万9,828円の純利益となりました。これに、平成29年度からの繰越利益剰余金を加算

しますと、平成30年度末の当年度未処分利益剰余金は１億3,695万5,844円となります。 
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  次に、資本的収支ですが、これも収入総額から支出総額を引いた結果、差し引き１億

3,051万6,188円の不足が生じました。これにつきましては、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額743万358円、過年度分損益勘定留保資金１億2,308万5,830円で補填を

いたしました。 

  続きまして、議案第51号平成30年度大竹市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算の

認定について御説明申し上げます。 

  初めに、剰余金の処分についてでございます。 

  平成30年度の公共下水道事業会計におきましては、年度末の未処分利益剰余金が４億

924万8,622円となりました。この剰余金につきまして、決算書84ページ、剰余金処分計算

書（案）のとおり処分することについて、議会の議決を求めるものでございます。 

  処分の内容ですが、未処分利益剰余金のうち減債積立金に340万円、建設改良積立金に

3,400万円を積み立てるものでございます。 

  次に、決算の概要について御説明申し上げます。 

  公共下水道事業につきましては、水道事業と同様に処理区域内人口の減少等による使用

水量の減少で、使用料収入が年々減少しております。こうした中、下水処理場の包括的民

間委託など、引き続き経営の合理化に努め、平成30年度も利益を計上することができまし

た。 

  事業の概要について御説明申し上げます。 

  処理状況ですが、年間総処理水量は722万4,383立方メートルであり、うち汚水分年間有

収水量は289万5,642立方メートルで、前年度と比べますと５万5,139立方メートルほど減

少をいたしております。 

  次に、建設改良事業ですが、総額で２億2,220万8,623円を支出いたしております。主な

事業としましては、小島汚水中継ポンプ場（合流）電気設備改築更新工事や、平成28年度

からの事業であります大竹下水処理場汚泥処理棟電気設備改築更新工事などでございます。 

  経理の状況ですが、収益的収支は収入総額から支出総額を差し引いた結果、差し引き

6,795万1,791円の純利益となりました。これに平成29年度からの繰越利益剰余金を加算し

ますと、平成30年度末の当年度未処分利益剰余金は４億924万8,622円となります。 

  次に、資本的収支ですが、こちらも収入総額から支出総額を差し引いた結果、２億

3,528万2,834円の不足が生じました。これにつきましては、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額990万934円、過年度分損益勘定留保資金１億2,339万5,930円、当年度

分損益勘定留保資金１億198万5,970円で補填をいたしております。 

  以上で、認第４号、議案第49号、議案第50号及び議案第51号の説明を終わります。よろ

しく御審議の上、御承認くださいますようお願いいたします。 

○議長（細川雅子） この際、監査委員から決算審査の報告を求めます。 

  代表監査委員。 

〔監査委員 藥師寺基夫 登壇〕 

○監査委員（藥師寺基夫） 代表監査委員の藥師寺でございます。それでは、平成30年度大

竹市水道事業会計、大竹市工業用水道事業会計並びに大竹市公共下水道事業会計の決算審
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査の概要につきまして御説明いたします。 

  決算審査は、地方公営企業法第30条第２項の規定に基づきまして、市長から審査に付さ

れたものであり、令和元年６月４日から令和元年７月25日までの期間で行いました。 

  市長から送付されました各事業会計の決算書類が、経営成績及び財政状態を適正に表示

しているかどうかを検証するために、会計諸帳簿の点検と証票類の照合、細部にわたって

は、関係職員からの説明を聞くなど、通常実施すべき審査手続によって審査を行いました。 

  その結果、決算書、その他財務諸表及び事業報告書は、それぞれ地方公営企業関係法令

に準拠して適正に作成されており、関係諸帳簿と照合審査の結果、その計数は正確であり、

当年度の経営成績と当年度末現在の財政状態を適正に表示していることを認めました。 

  それでは、審査の概要につきまして、お手元にございます決算審査意見書及び別冊の審

査資料に沿って御説明させていただきます。 

  公営企業会計である三つの会計につきましては、いずれも黒字決算となっております。 

  まず、水道事業計画の決算内容でございますが、審査資料の37ページと38ページをお開

きいただきまして、資料３、比較損益計算書と書いています上の段、水道事業の項目をご

らんいただきたいと思います。 

  当年度の総収益は、38ページに示すとおり、５億2,765万9,000円となり、総費用は、37

ページに示すとおり、４億6,684万9,000円となっており、差し引き6,081万円の純利益は、

前年度と比べて4,754万円減少しております。この主な要因といたしましては、前年度と

比べて営業費用が1,582万7,000円減少したものの、営業収益のうち、その他営業収益が

900万5,000円、営業外収益が344万1,000円それぞれ減少し、特別利益となる過年度損修正

益も5,632万3,000円減少したことなどによるものです。 

  続きまして、経営内容につきまして御説明いたします。 

  審査意見書の６ページをお開きいただきまして、第５表給水原価等の推移をごらんくだ

さい。 

  供給単価、いわゆる販売単価は１立方メートル当たり131円29銭となっております。給

水原価は１立方メートル当たり121円６銭となったため、当年度の販売益は前年度に比べ

て５円80銭多い10円23銭に改善されております。また、料金回収率は108.5％となってお

り、前年度より５ポイント増加するなど、３会計年度に続けて100％を超えております。

これは、行政区域内人口及び給水人口の減少傾向が続く中、これまでの経費節減の取り組

みにより、徐々に改善が進んでおり、給水収益によって給水費用が賄えている状態にある

と見受けられます。 

  次に、工業用水道事業会計の決算内容を御説明いたします。 

  審査資料の37ページと38ページの資料３比較損益計算書の下段でありますけども、工業

用水道事業という項目をごらんください。 

  当年度の総収益は、38ページに示したとおり、５億1,325万5,000円となり、総費用は、

37ページに示すとおり、４億3,980万円となっております。差し引き7,345万5,000円の純

利益は、前年度と比べますと1,726万9,000円の増加となっております。この主な要因とい

たしましては、前年度と比べて営業外収益である雑収益が906万1,000円減少したものの、
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営業費用が1,285万8,000円、営業外費用が1,294万1,000円それぞれ減少したことによるも

のです。 

  続きまして、経営内容につきまして御説明いたします。 

  意見書の15ページをお開きいただきまして、第12表給水原価等の推移をごらんください。 

  供給単価、いわゆる販売単価は１立方メートル当たり46円79銭となっております。給水

原価は１立方メートル当たり39円62銭となったため、当年度の販売益は前年度より２円60

銭多い７円16銭に改善されております。また、料金回収率は118.1％となっており、前年

度より7.3ポイント増加するなど、４会計年度続けて100％を超えております。これまでの

経費節減の取り組みによって徐々に改善が進むなど、給水収益によって給水費用が賄えて

いる状況にあります。有収水量は前年度とほぼ同程度の水量で移行しており、企業活動に

支障を来さないよう安定した給水が確保できていると考えられます。 

  続きまして、公共下水道事業会計の決算内容でございますが、審査資料の39ページと40

ページをお開きください。 

  資料４、公共下水道事業の比較損益計算書をごらんいただきますと、40ページに示され

た当年度の総収益９億62万5,000円に対しまして、総費用は、39ページに示すとおり、８

億3,267万3,000円となっており、差し引き6,795万2,000円の純利益が生じております。こ

れは、前年度と比べて358万3,000円増加しております。この主な要因といたしましては、

営業収益など総収益が2,039万2,000円減少したものの、営業費用など総費用も2,397万

5,000円減少したことによるものです。 

  経営内容につきましては、意見書24ページをお開きください。 

  第19表処理原価等の推移をごらんいただきますと、当年度の処理単価、いわゆる営業収

益単価は１立方メートル当たり91円94銭となっています。これに対しまして、処理原価は

１立方メートル当たり83円２銭ですので、１立方メートル処理当たり８円92銭の収益が生

じております。これは、前年度と比較すると１円21銭の増加となっております。 

  続きまして、意見書26ページをお開きください。 

  第21表汚水処理原価等の推移をごらんいただきますと、経費回収率112.2％は前年度を

2.5ポイント上回っております。この比率につきましても、前年度に続いて100％を超えて

おり、これまでの経費節減の取り組みから、使用料によって処理費用が賄えている状況が

続いております。 

  以上が、大竹市水道事業会計、大竹市工業用水道事業会計並びに大竹市公共下水道事業

会計の決算審査の概要でございます。 

  冒頭に申し上げましたとおり、平成30年度は三つの事業会計とも黒字決算となっており、

回収すべき経費は全て料金や使用料で賄えている状況にありますが、他方で、各事業会計

に共通した課題といたしまして、施設や設備の老朽化の問題が顕在化してきております。 

  詳細につきましては、意見書30ページにむすびとして意見を長く述べております。その

中段当たりをごらんいただきますと、水道事業及び公共下水道事業におきましては、法定

耐用年数を超えた管路等の経年化率、老朽化率が前年度を上回っており、類似団体の平均

値を上回る老朽化が進行しているところでございます。それに対しまして、当該年度内に
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更新した管路等の更新率、改善率は、依然として低下傾向が続いており、必要な更新投資

が十分に行われていない状況が見受けられます。将来にわたって安定的な事業運営を確保

するためには、経営戦略を含めた大竹市水道ビジョンや各施設の改築・更新計画に基づき、

計画的かつ適切な設備更新や、施設の老朽化・耐震化などへの対策に取り組むことが求め

られます。 

  最後になりますが、今後、より安心・安全で健全な事業運営に当たりましては、各事業

の課題を総合的に分析した上で、課題解決に向け、長期的展望に立って一層の企業努力を

行い、効率的かつ効果的な経営に取り組まれることを期待するところでございます。 

  なお、施設の更新や耐震化といった課題に対しまして、計画的に取り組むためには、適

切な料金体系の確保を含めた財源の裏づけ等の検討を進める必要があると考えます。その

ためには、こうした経営改善に向けた取り組みが広く市民の理解を得られることが重要で

あり、三つの事業会計の今後のあり方について、積極的かつ市民にわかりやすい啓発に努

められることを要望いたします。 

  以上で、簡単ではございますが、各事業会計の決算審査の説明を終えます。ありがとう

ございました。 

○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております認第４号から議案第51号に至る４件は、生活環境委員会

に付託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第８～日程第１０〔一括上程〕 

  議案第４１号 大竹市離島振興対策実施地域における固定資産税の課税免除に関する条 

         例の制定について 

  議案第４２号 大竹市印鑑条例の一部改正について 

  議案第４５号 大竹市税条例等の一部改正について 

○議長（細川雅子） 日程第８、議案第41号大竹市離島振興対策実施地域における固定資産

税の課税免除に関する条例の制定についてから、日程第10、議案第45号大竹市税条例等の

一部改正についてに至る３件を一括して議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  市民生活部長。 

〔市民生活部長 三原尚美 登壇〕 

○市民生活部長（三原尚美） それでは、議案第41号、議案第42号及び議案第45号につきま

して、一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

  議案第41号大竹市離島振興対策実施地域における固定資産税の課税免除に関する条例の

制定について説明いたします。 
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  本市では、ことし３月に離島の振興を促進するための産業の振興に関する計画を策定し、

総務省、農林水産省、国土交通省の各大臣の認定を受けました。 

  令和元年６月14日に本計画に係る区域指定の告示があり、阿多田地区が租税特別措置の

対象地域となりました。 

  本計画に掲げている製造業と農林水産物等販売業の固定資産税の優遇措置を具体化する

ため、条例を制定しようとするものです。 

  内容ですが、第１条では、対象区域内において、所得税または法人税の青色申告での５

年間の割増償却が認められた特別償却設備に係る固定資産税の特例を定めることにより、

産業の振興を図るという目的について規定しています。 

  第２条では、課税免除について定めています。特別償却設備である家屋及び償却資産並

びに当該家屋の敷地である土地を対象とし、取得時期は国の租税特別措置期間である平成

31年４月１日から令和３年３月31日までで、課税免除期間は３年と定めています。 

  第３条は、課税免除の申請等について定めたものです。申請の期限は１月31日までで、

固定資産税の償却資産の申告期限と同じです。 

  第４条で、虚偽の申請などに対する措置、第５条で課税免除の取り消しを規定していま

す。 

  第６条は、委任について定めたもので、申請書の様式や必要な添付書類など制度の運用

において必要な事項を条例施行規則等で別に定める場合を想定しています。 

  続きまして、議案第42号大竹市印鑑条例の一部改正について説明いたします。 

  住民基本台帳施行令等の一部を改正する政令の公布に伴い、所要の整備を行うため、大

竹市印鑑条例の一部を改正しようとするものでございます。 

  改正条例の主な内容です。 

  １点目として、住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令が公布され、令和元年11

月５日から住民票、個人番号カード等への旧氏の記載が可能になります。これに伴い、旧

氏による印鑑登録を行うことができるようにするものです。 

  ２点目として、性的少数者への配慮から印鑑登録証明書の記載事項のうち性別を削除す

るものです。 

  最後に、附則でございます。附則第１条に政令と同様の施行期日を規定しています。 

  続きまして、議案第45号大竹市税条例等の一部改正について説明いたします。 

  地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴いまして、所要の整備を行うため、大竹市

税条例等の一部を改正しようとするものでございます。 

  改正条例ですが、主な改正点として、個人の市民税関係が２点、法人の市民税関係が１

点、固定資産税関係が１点、軽自動車税関係が２点ございますので、順に説明させていた

だきます。 

  個人の市民税の改正についてです。子供の貧困に対応するため、前年の合計所得金額が

135万円以下の単身児童扶養者を個人市民税の非課税措置対象と規定するものです。これ

に伴い、扶養親族等申告書に単身児童扶養者の項目を追加します。また、手続の簡素化の

ため、市県民税に係る申告書の記載事項の一部を省略できることを規定するものです。 
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  次に、法人の市民税の改正についてです。資本金の額等が１億円を超える法人の電子申

告の手続などについて規定するものです。 

  次に、固定資産税の改正についてです。津波防災地域づくりに関する法律に基づく津波

災害警戒区域内の指定避難施設等における避難の用に供する部分等の課税標準の特例につ

いて、国が示す基準を参酌し、条例で特例割合を規定するものです。特例割合は、指定避

難施設の場合は、３分の２を参酌して２分の１以上５分の６以下の範囲で、また、協定避

難施設の場合は、２分の１を参酌して３分の１以上３分の２以下の範囲で定めることとさ

れており、本市ではどちらも参酌基準で規定をしています。 

  次に、軽自動車税の改正についてです。消費税等が引き上げられることに伴い、特定期

間に取得した自家用の３輪以上の軽自動車における環境性能割の税率の特例及び賦課徴収

の特例について規定するものです。また、令和２年度分から令和５年度分までの各年度に

おける３輪以上の軽自動車における環境性能に応じた種別割の税率の特例及び賦課徴収の

特例について規定するものです。 

  そのほか、法律改正に伴う条例の引用条項にずれが生じたものや元号の整理を行ってお

ります。 

  最後に、附則でございます。施行期日は附則第１条に、経過措置は附則第２条から附則

第６条にそれぞれ規定しています。 

  以上で、議案第41号、議案第42号及び議案第45号の説明を終わります。よろしく御審議

の上、御承認くださいますようお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第41号から議案第45号に至る３件は、生活環境委員

会に付託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１１～日程第１２〔一括上程〕 

  議案第４３号 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法 

         律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係条例の一部改正について 

  議案第４４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改 

         正について 

○議長（細川雅子） 日程第11、議案第43号成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正

化等を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係条例の一部改正に

ついて及び日程第12、議案第44号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部改正についての２件を一括して議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  総務部長。 
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〔総務部長 吉岡和範 登壇〕 

○総務部長（吉岡和範） 議案第43号及び議案第44号につきまして、一括して提案理由を説

明いたします。 

  初めに、議案第43号成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係条例の一部改正についてでございます。 

  この条例は、令和元年６月14日に成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を

図るための関係法律の整備に関する法律が一部施行され、その中で、地方公務員法及び児

童福祉法が改正されましたので、関係条例を改正しようとするものでございます。 

  改正の主な内容でございますが、成年被後見人及び被保佐人の人権が尊重され、成年被

後見人であることを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等を市の職員等になる

ことができないものとして規定している、いわゆる欠格条項が削除されたことに伴い、条

例の条項を整理するものでございます。 

  第１条の職員の分限に関する手続及び効果に関する条例、第２条の一般職の職員の給与

に関する条例及び第４条の大竹市消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部

改正規定は、令和元年12月14日から施行し、第３条の大竹市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部改正規定は公布の日から施行としております。 

  続きまして、議案第44号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正についてでございます。 

  最近の物価変動等を踏まえ、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部が

改正され、国政選挙における投票所経費等の基準額が改定をされました。この改定に準じ

まして、選挙関係の非常勤特別職の職員の報酬を定めた本条例を改正するものでございま

す。 

  具体的には、選挙長及び開票管理者の報酬を１万600円から１万800円に、選挙立会人及

び開票立会人の報酬を8,800円から8,900円に、投票管理者の報酬を１万2,600円から１万

2,800円に、投票立会人の報酬を１万700円から１万900円に、また期日前投票所の投票管

理者の報酬につきましては１万1,100円から１万1,300円に、同じく期日前投票所の投票立

会人の報酬は9,500円から9,600円にそれぞれ増額しようとするものでございます。 

  施行期日は公布の日としております。 

  以上で、議案第43号及び議案第44号の説明を終わります。よろしく御審議の上、御承認

くださいますようお願いします。 

○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第43号と議案第44号の２件は、総務文教委員会に付

託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 
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 日程第１３ 

  議案第４６号 大竹市手数料条例の一部改正について 

○議長（細川雅子） 日程第13、議案第46号大竹市手数料条例の一部改正についてを議題と

いたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  消防長。 

〔消防長 橋村哲也 登壇〕 

○消防長（橋村哲也） 議案第46号大竹市手数料条例の一部改正について、提案理由の説明

を申し上げます。 

  本件は、消費税率が令和元年10月１日から10％へ引き上げられることに伴い、地方公共

団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令に定められる手数料の標準額につ

いて見直され、令和元年５月24日に公布されました。本年10月１日から施行されることか

ら、消防関係手数料についても一部の改正を行うものでございます。 

  改正内容といたしましては、危険物施設の設置許可申請に対する審査等の手数料を政令

の改正額と同額に合わせたものでございます。 

  以上で、議案第46号の説明を終わります。よろしく御審議の上、御承認くださいますよ

うお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） これより質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第46号は、総務文教委員会に付託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１４～日程第１５〔一括上程〕 

  議案第４７号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

  議案第４８号 大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

         を定める条例及び大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

         利用者負担等に関する条例の一部改正について 

○議長（細川雅子） 日程第14、議案第47号災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正に

ついて及び日程第15、議案第48号大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例及び大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

用者負担等に関する条例の一部改正についての２件を一括して議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  健康福祉部長。 

〔健康福祉部長兼福祉事務所長 豊原 学 登壇〕 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（豊原 学） それでは、議案第47号及び議案第48号につき

まして、一括して提案理由の御説明を申し上げます。 
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  初めに、議案第47号災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について、提案理由の

御説明を申し上げます。 

  本条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律及び同法施行令に基づき、災害により死亡

した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給、災害により精神または身体に著しい障害を受

けた市民に対する災害障害見舞金の支給及び災害により被害を受けた世帯主に対する災害

援護資金の貸付を行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とした条例

です。 

  このたび、災害援護資金の貸付を受けた者が置かれている状況等に鑑み、被災した支援

の充実を図る観点から、償還金の支払い猶予に関する規定を設け、また償還免除の範囲を

拡大するなどの法改正が行われました。本市における災害援護資金の貸付に係る償還金の

支払い猶予や償還免除、一時償還などは災害弔慰金の支給等の関する法律及び同法施行令

の規定に合わせた運用を行っていますので、準用する法及び施行令の規定の追加及び条項

の変更等に伴い、市条例の一部を改正しようとするものでございます。 

  なお、本条例は公布の日から施行することとしております。 

  続きまして、議案第48号大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例及び大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担等に関する条例の一部改正について、提案理由の説明を申し上げます。 

  令和元年５月に、子ども・子育て支援法の一部を改正する法律及び子ども・子育て支援

法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令等が公

布され、幼児教育・保育の無償化が本年10月から実施されることに伴い、関係条例の一部

を改正するものでございます。 

  まず先に、第２条の利用者負担等に関する条例の一部改正についてでございますが、改

正の主な内容としまして、主に３歳児クラスから５歳児クラスの子供と市町村民税非課税

世帯の０歳児クラスから２歳児クラスの子供を対象に、幼稚園、保育所、認定こども園な

どの利用者負担上限額を０円とするものでございます。また、法令において、これまでの

支給認定という用語から教育・保育給付認定という用語などに改められるため、本条例に

おいても用語の整理などを行うものでございます。 

  次に、第１条の運営に関する基準を定める条例の一部改正についてでございますが、改

正の主な内容としまして、幼児教育・保育の無償化後も現在、保護者から実費として徴収

している食材料費、行事費、通園送迎費などの経費は無償化の対象から除かれることから、

これまで保育料に含まれていた３歳以上の保育認定子供のおかず代などの副食費について

も、引き続き保護者が負担することとなるため、食事の提供に要する費用の取り扱いを変

更するものでございます。 

  なお、この副食費については、保護者等に係る市町村民税の所得割合算額が教育認定子

供については７万7,101円未満、保育認定子供については５万7,700円未満の世帯、また第

３子以降の児童については免除されます。これにより、保育料から副食費になったことで

負担がふえる世帯は生じないようになっております。 

  また、利用者負担等に関する条例と同様に、これまでの支給認定という用語から教育・
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保育給付認定に用語を改めるなどの整理のほか、家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準が平成30年、平成31年に改正され、家庭的保育事業者等の連携施設の確保義務や免

除規定が定められておりますので、本条例における特定地域型保育事業の運営に関する基

準においても同様の改正を行うものでございます。 

  最後に、施行期日につきましては令和元年10月１日からとし、改正後の利用者の負担等

に関する条例の利用者負担額の規定については、同年９月までの月分については従前の例

によるとしております。 

  以上で、議案第47号及び議案第48号の説明を終わります。よろしく御審議の上、御承認

くださいますようお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

○議長（細川雅子） これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第47号と議案第48号の２件は、生活環境委員会に付

託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１６～日程第１７〔一括上程〕 

  議案第５２号 令和元年度大竹市一般会計補正予算（第２号） 

  議案第５３号 令和元年度大竹市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

○議長（細川雅子） 日程第16、議案第52号令和元年度大竹市一般会計補正予算（第２号）

及び日程第17、議案第53号令和元年度大竹市介護保険特別会計補正予算（第２号）を一括

議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  副市長。 

〔副市長 太田勲男 登壇〕 

○副市長（太田勲男） 議案第52号及び議案第53号につきまして、一括してその概要を御説

明申し上げます。 

  初めに、49ページからの議案第52号令和元年度大竹市一般会計補正予算（第２号）につ

いて御説明申し上げます。 

  このたびの補正予算は、歳入歳出にそれぞれ２億174万7,000円を追加し、予算総額を

156億5,250万2,000円にするとともに、地方債の補正を予定しているものでございます。 

  内容を順に説明させていただきますが、説明の都合により、57ページの歳出から御説明

いたします。 

  第２款総務費は１億6,112万2,000円を増額するものでございます。 

  主な内容といたしましては、ふるさと納税促進事業として、大竹駅周辺整備事業に特化

したクラウドファンディング型のふるさと納税に要する経費と、寄附金の増が見込まれる

ため返礼品の発送やシステム導入に要する経費をあわせて5,500万円、地方創生事業基金
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積立金を5,500万円計上するものでございます。 

  第３款民生費は498万5,000円を増額するものでございます。 

  内容といたしましては、就学前障害児の発達支援の無償化に伴う障害者福祉管理システ

ム改修を16万2,000円、幼児教育・保育の無償化に伴う事務費や給付費を482万3,000円計

上するほか、子ども・子育て支援新制度に関する事業の財源を整理するものでございます。 

  第６款農林水産業費は2,050万円を増額するものでございます。 

  内容といたしましては、林道橋りょうのかけかえ工事に伴う電柱の移設負担金を250万

円、林地崩壊対策工事のための測量設計費を1,800万円計上するものでございます。 

  第８款土木費は1,152万8,000円を増額するものでございます。 

  内容といたしましては、白石１丁目水路改良工事に要する経費722万8,000円、広原川河

川改良工事費を200万円、市営住宅用地を売却するための測量業務などの経費を230万円計

上するほか、急傾斜地崩壊対策事業の財源充当補正を行うものでございます。 

  第９款消防費は宝くじコミュニティ事業助成金を財源として、自主防災組織に対する備

品整備費補助金を60万円計上するものでございます。 

  第10款教育費は301万2,000円を増額するものでございます。 

  内容といたしましては、幼児教育・保育の無償化に伴い、10月以降の私立幼稚園への就

園奨励費補助金を2,856万2,000円減額し、かわって新しく創設された施設等利用給付費な

どを3,147万円計上するほか、無償化に伴う事務費を５万4,000円計上するものでございま

す。また、大竹ロータリークラブから学校図書購入のための寄附をいただきましたので、

寄附金額に合わせて、小学校図書の購入費を５万円計上するものでございます。 

  以上が歳出予算の概要でございます。 

  次に、54ページからの歳入予算につきまして御説明いたします。 

  第９款地方特例交付金は、幼児教育・保育の無償化に伴う給付費の執行見込みに合わせ

て、子ども・子育て支援臨時交付金を1,397万2,000円減額するものでございます。 

  第14款国庫支出金は、歳出予算の事業の執行見込みに合わせて1,062万7,000円を増額す

るものでございます。 

  第15款県支出金は、歳出予算の事業の執行見込みに合わせて984万円を増額するもので

ございます。 

  第17款寄附金は、ふるさと納税寄附金を１億1,000万円、大竹ロータリークラブからの

学校図書購入寄附金を５万円計上するものでございます。 

  第18款繰入金は、このたびの補正予算について財政調整基金による財源調整を予定して

いるものでございます。 

  第19款繰越金は、前年度決算剰余に係る資金として292万4,000円を計上するものでござ

います。 

  第20款諸収入は5,586万5,000円を増額するものでございます。 

  内容といたしましては、宮島ボートレース企業団からの配分金を5,082万5,000円、宝く

じコミュニティ事業助成金を60万円、保育所給食費保護者負担金を444万円計上するもの

でございます。 
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  第21款市債は、歳出予算の事業の執行見込みに合わせて2,030万円を増額するものでご

ざいます。 

  次に、52ページの第２表地方債の補正につきましては、このたびの補正予算において整

理しております地方債について議決をいただくものでございます。 

  以上が議案第52号令和元年度大竹市一般会計補正予算（第２号）の概要でございます。 

  続きまして、62ページからの議案第53号令和元年度大竹市介護保険特別会計補正予算

（第２号）につきまして御説明を申し上げます。 

  このたびの補正予算は、歳入歳出にそれぞれ4,647万7,000円を追加し、予算総額を28億

51万6,000円にするものでございます。 

  内容といたしましては、概算交付されていた国及び県負担金等の前年度精算分として、

国庫補助金等返還金を4,647万7,000円計上し、歳入として前年度繰越金を同額計上するも

のでございます。 

  以上で、議案第52号及び議案第53号の補正予算の提案説明を終わります。よろしく御審

議賜り、御承認くださいますようお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって、質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第52号は総務文教委員会に、議案第53号は生活環境

委員会に付託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１８～日程第２０〔一括上程〕 

  議案第５５号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等工事（建築主体工事）) 

  議案第５６号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等工事（電気設備工事）） 

  議案第５７号 工事請負契約の締結について（大竹会館改築等工事（機械設備工事）) 

○議長（細川雅子） 日程第18、議案第55号工事請負契約の締結について（大竹会館改築等

工事（建築主体工事））から日程第20、議案第57号工事請負契約の締結について（大竹会

館改築等工事（機械設備工事））に至る３件を一括して議題といたします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  建設部長。 

〔建設部長 山本茂広 登壇〕 

○建設部長（山本茂広） 議案その２になります。議案第55号から議案第57号までの工事請

負契約の締結について、一括して提案理由の説明を申し上げます。 

  今回、提案させていただきます大竹会館改築等工事でございますが、大竹会館は昭和38

年に建築した旧館、昭和59年に建築しました新館及び平成２年に建築したアゼリアホール

をあわせた複合施設でございます。 

  このたび、旧館の老朽化により、耐震診断の結果、危険度が高いことが判明したため、
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旧館と新館が持つ支所機能、公民館機能、防災機能などを備えた新会館としてアゼリアホ

ールに連結し建設します。あわせて、アゼリアホールについては、機械設備と電気設備の

更新などの改築工事を行うものでございます。 

  なお、新会館でございますが、既存の駐車場用地に建築し、鉄骨造地上２階建て、建築

面積は886.82平方メートル、延床面積は1,732.4平方メートルとなります。 

  新会館の建築後には、既存の旧館と新館を解体し、新たに駐車場を整備いたします。 

  入札方式でございますが、議案第55号の、建築主体工事につきましては、特定建設工事

共同企業体による条件付一般競争入札としました。 

  本議案を提出するに至りました経緯ですが、令和元年７月２日に入札公告を行い、令和

元年７月19日の指名業者審査会を経て、８月６日に１者による入札を執行いたしました。

その結果、８億6,700万円で落札した大之木建設・三洋技建特定建設工事共同企業体と工

事請負の仮契約を締結いたしました。契約金額は、落札額に消費税相当額を加算しました

９億5,370万円でございます。 

  次に、議案第56号の、電気設備工事についてでございます。 

  入札方式は、単独施工方式による条件付一般競争入札としました。 

  経緯でございますが、令和元年７月２日に入札公告を行い、令和元年７月19日の指名業

者審査会を経て、８月６日に４者による入札を執行いたしました。その結果、２億2,600

万円で落札した株式会社高野電気商会と工事請負契約の仮契約を締結いたしました。契約

金額は、落札額に消費税相当額を加算しました２億4,860万円でございます。 

  次に、議案第57号の、機械設備工事でございます。 

  電気設備工事と同じく、単独施工方式による条件付一般競争入札としました。 

  経緯でございますが、令和元年７月２日に入札公告を行いましたが、入札者はなく、入

札不調になりましたので、再度、令和元年８月８日に入札公告を行い、令和元年８月20日

の指名業者審査会を経て、９月６日に１者による入札を執行いたしました。その結果、２

億8,680万円で落札した株式会社三冷社中国支店と工事請負契約の仮契約を締結いたしま

した。契約金額は、落札額に消費税相当額を加算しました３億1,548万円でございます。 

  以上、３件の契約でございますが、予定価格は建築主体工事では９億5,452万8,300万円、

電気設備工事では２億9,960万400円、機械設備工事では３億3,189万5,300円となっており、

いずれも1,500万円を超えておりますから、地方自治法第96条第１項第５号により議会の

議決に付するべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定により、議会

の議決を求めるものでございます。 

  工期につきましては、いずれも議決の日の翌日から令和３年３月31日までとしておりま

す。 

  以上で、議案第55号から議案第57号までについての説明を終わります。よろしく御審議

の上、御承認くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（細川雅子） 副市長。 

○副市長（太田勲男） 提案説明の中で、議決事項でございます1,500万円と申し上げまし

たが、１億5,000万円の言い間違えでございます。まことに申しわけございません。 
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○議長（細川雅子） これより一括質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

  ４番、小中真樹雄議員 

○４番（小中真樹雄） 先ほど予定価格をおっしゃいましたけど、落札価格は入札予定価格

の何％であるかというのを３件とも教えていただけませんでしょうか。 

○議長（細川雅子） 小中議員、この議案につきましては、総務文教委員会に付託する予定

になっておりますが、今の質疑の内容は委員会の中で十分聞いていただける内容かと思わ

れますが、そちらのほうで再度、聞いていただけますか。お願いします。 

  他に質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって質疑を終結いたします。 

  ただいま議題となっております議案第55号から議案第57号に至る３件は、総務文教委員

会に付託いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２１ 令和元年決議案第１号 広報広聴特別委員会の設置に関する決議について 

○議長（細川雅子） 日程第21、令和元年決議案第１号広報広聴特別委員会の設置に関する

決議についてを議題とします。 

  提案者に、提案理由の説明を求めます。 

  議会運営委員会委員長、児玉朋也議員。 

〔議会運営委員会委員長 児玉朋也 登壇〕 

○議会運営委員会委員長（児玉朋也） それでは、令和元年決議案第１号広報広聴特別委員

会の設置に関する決議について、提案理由の説明を申し上げます。 

  「住みたい、住んでよかったと感じるまち」大竹をつくっていくため、市議会が議会の

審議・活動状況について広く市民に知らせる広報活動はもちろん、市民の御意見などを受

けとめるための広聴活動が重要となってきます。 

  よって、本市議会の活動状況等について一層適切な情報をお伝えするとともに、市民の

議会に対する御理解を高めるため、広報広聴特別委員会を設置し、市議会だよりの編集・

発行及び議会の広報広聴のあり方に関する事項の調査研究等を行うものでございます。 

  以上、まことに簡単ではございますが、提案理由の説明を終わります。皆様の御賛同を

賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（細川雅子） これより質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 質疑なしと認めます。 

  これをもって、質疑を終結いたします。 

  本件は、会議規則第37条第２項の規定により、委員会の付託を省略いたします。 

  これより討論に入ります。 
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  討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 討論なしと認めます。 

  これをもって、討論を終結いたします。 

  ただいま、議題となっております令和元年決議案第１号を採決いたします。 

  本件は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって本件は原案のとおり可決されました。 

  お諮りいたします。 

  この際、広報広聴特別委員会委員の選任についてを日程に追加し、直ちに議題といたし

ます。 

  これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって、さよう決定いたしました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 追加日程第１ 広報広聴特別委員会委員の選任について 

○議長（細川雅子） 追加日程第１、広報広聴特別委員会委員の選任についてを議題といた

します。 

  広報広聴特別委員会委員の選任については、委員会条例第７条第１項の規定により、議

長において、２番、藤川和弘議員、３番、原田孝徳議員、４番、小中真樹雄議員、５番、

中川智之議員、６番、小田上尚典議員、８番、北地範久議員、14番、日域究議員を指名い

たします。 

  お諮りいたします。 

  副議長は広報広聴特別委員会に出席し、発言できることといたしたいと思います。 

  これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって、さよう決定いたしました。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２２ 令和元年請願第２号 少人数学級の推進などの定数改善、義務教育費国庫負 

                 担制度２分の１復元に係る意見書採択についての請願 

○議長（細川雅子） 日程第22、令和元年請願第２号少人数学級の推進などの定数改善、義

務教育費国庫負担制度２分の１復元に係る意見書採択についての請願を議題といたします。 

  請願の要旨の朗読を省略します。 

  ただいま、議題となっております令和元年請願第２号は、総務文教委員会に付託いたし

ます。 
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  お諮りいたします。 

 議事の都合により、９月18日から９月26日までの９日間、休会いたしたいと思います。 

  これに、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。よって、９月18日から９月26日までの９日間、

休会することに決しました。 

  お諮りいたします。 

  本日、議決された各案件につきまして、その条項、字句、数字、その他の整理を要する

ものにつきましては、その整理を議長に委任されたいと思います。 

  これに、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（細川雅子） 御異議なしと認めます。 

  よって、条項、字句、数字、その他の整理は、議長に委任することに決定をいたしまし

た。 

  この際、御通知申し上げます。 

  本日、本会議終了後、第１委員会室において、広報広聴特別委員会を開催いたします。 

  また、９月19日午前10時から総務文教委員会を、その終了後、総務文教委員協議会を、

９月20日午前10時から生活環境委員会を、その終了後、生活環境委員協議会を、９月24日

午後２時から議会運営委員会を、それぞれ第１委員会室で開催する旨、各委員長から通知

を受けております。 

  ただいま、御出席の各位には特に書面による御通知はいたしません。お含みの上、御参

集をお願いいたします。 

  以上をもって、本日の日程は全部終了しました。 

  ９月27日は、午前10時に開会いたします。 

  ただいま、御出席の各位には、別に書面による御通知はいたしません。お含みの上、御

参集をお願いいたします。 

  本日は、これにて散会いたします。 

 

１５時５２分 散会 
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  上記、会議のてんまつを記載し、その相違ないことを証するため、ここに署名する。 
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